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第 1章  序 論（計画策定にあたって） 
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1 計画策定の背景・目的 

 

『白井市第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画』の策定 

「白井市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画」の計画期間が令和５（202３）年度に

終了したことから、法に基づく 3年ごとの計画の見直しとして、新たに策定する計画になります。 

本計画は、障がいのある人の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等に係る令和 8 

(2026)年度末までの数値目標を設定するとともに、障害福祉サービス等（障害福祉サービス、相

談支援及び白井市の地域生活支援事業）、障害児通所支援等（障害児通所支援及び障害児相

談支援）及びその他の障害福祉施策を提供するための体制の確保が計画的に図られるようにす

ることを目的としています。 

今後はこの計画に沿った施策を展開し、障がいのある人もない人も人格と個性が尊重され、とも

に生き、ともに参加する地域づくりを目指します。 
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近年の国における障害福祉施策等の動向（『白井市第６期障害福祉計画』策定以降） 

令和２（2020）年度 

  ●東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向け、「ユニバーサルデザイン

2020 行動計画」に基づく取組を推進 
   
  ●読書バリアフリー基本計画の策定 

アクセシブルな書籍・電子書籍等の量的拡充・質の向上等について取り組む「視覚障

害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的な計画」を策定 
 

令和３（2021）年度 

●改正バリアフリー法（「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」）

の全面施行 

・公共交通事業者等に対するソフト基準適合義務の創設 

・優先席や車椅子使用者用駐車施設等の適正な利用 

・市町村等による「心のバリアフリー」を推進 
 
●権利擁護の推進として、日常生活自立支援事業を実施するとともに成年後見制度の

利用促進に関する「第二期成年後見制度利用促進基本計画」を閣議決定 
 

令和４（2022）年度 

 ●「障害者差別解消法」改正法の施行に向けた「基本方針」の改定 

改正法については、令和 6（2024）年 4月施行。これに向けた「基本方針」が改定。 

【改正法の概要】 

・事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供につい

て、努力義務から義務に改める。 

・国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加・差別解消のための支援措置の強化 
 
●「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」の施行 

「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」

（通称「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」）が 5月に施行。 

・障がいのある人による情報取得等に資する機器等の開発及び普及の促進 

・質の向上に関する協議の場の開催 等 
 
●障がい者のための施策の基本となる「第５次基本計画」策定 

対象期間：令和 5（2023）年度～令和９（2027）年度 
 
●「障害者総合支援法等一部改正法」の成立 

障がい者等の地域生活や就労の支援の強化等により、希望する生活を実現するた

め、障がい者等の地域生活の支援体制の充実等を図る。 
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2 計画の性格と位置づけ 

 

（1）法令上の位置づけ 

本計画は、障害者総合支援法第 88条に規定する「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第

33条の 20に規定する「市町村障害児福祉計画」を一体的に策定するものであり、「障害福祉

サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下、「国の

基本指針」と言います。）に即して、「障害福祉サービス」及び「障害児通所支援」などの提供体制

の確保に係る目標や、サービスの必要量の見込み等を明らかにするものです。 

  

※障害者総合支援法 第 88条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他

この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるもの

とする。 

※児童福祉法 第33条の20 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供

体制の確保、その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障

害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 

 

◇国の基本指針 

国の基本指針は、市町村や都道府県が障害福祉計画・障害児福祉計画を策定するに当たって

即すべき事項を定め、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保が総合的

かつ計画的に図られるようにすることを目的とするもので、第７期障害福祉計画及び第３期障害児

福祉計画の策定に向けて次のようなポイントでの見直しが行われました。 
 

【国の基本指針における主な見直しのポイント】 

○難病患者等への支援を明確にすること 

○入所等から地域生活に移行する際に、適切に意思決定支援を行うこと 

○地域生活支援拠点等の運営にあたり、地域生活支援拠点と基幹相談支援センターのそれぞれ

の役割を踏まえた効果的な連携を確保すること 

○地域福祉計画や重層的支援体制整備事業実施計画との連携を図ること 

○障がい福祉人材の確保・定着を図り、職場環境の整備、事務負担の軽減等を進めていくこと 

○障がい者の社会参加を支える取組の定着を目指すこと 

○障がい特性に配慮した意思疎通支援や支援者養成、当事者による ICT活用等を促進すること 

○自立生活援助・地域移行支援・地域定着支援・自立訓練等のサービスと居住支援法人との連

携を推進し、グループホームにおいては、希望者に対する一人暮らし支援等の充実を図ること 

○重度障がい者や精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた精神保健医

療福祉体制の基盤整備を推進すること 
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（2）市の計画体系における位置づけ 

本計画は『白井市第 5 次総合計画』及び健康・福祉分野の基幹計画である『白井市第 2 次

地域福祉計画(しろい支え愛プラン）』を上位計画とする、事業レベルの個別計画であって、障害

福祉施策に関する基本的な計画である『白井市障害者計画』との緊密な連携のもとに推進して

いきます。 

また、その他の個別計画や、国・県の関連計画等と整合・連携を確保します。 

 

 

◇計画の体系図 

 

 

 

                

 

 

  

                       

 

 

白井市第 5次総合計画 

白井市第 2次 

地域福祉計画 

（しろい支え愛プラン） 

第八次千葉県障害者計画 
白井市障害者計画 

2016-2025 

障害者総合支援法第 87条に基づく「基本指針」 

児童福祉法第 33条に基づく「基本指針」 

◇第９期白井市高齢者福祉

計画・介護保険事業計画 

 

◇しろい子どもプラン（第２

期白井市子ども・子育て

支援事業計画）など 

整合・連携 

白井市第７期障害福祉計画 

・第３期障害児福祉計画 
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3 計画の期間 

 

国の基本指針において、計画の期間は、３年を１期として作成することを基本としつつ、地域の実

情や報酬改定・制度改正の影響の有無を考慮して、柔軟に期間を設定することが可能になりまし

た。 

ただし、報酬改定や制度改正の動向、地域の状況の変化、支給実績、障害福祉のニーズ、事業

者の状況等について調査、分析、評価を行い、その結果として算出されたサービス見込量と既存の

サービス見込量について乖離が生じた場合は、見込量の変更について３年を１期として必ず計画

に反映させるとともに、新しい指針を踏まえた成果目標及び活動指標との乖離が生じた時等必要

がある場合には計画期間の途中であっても見直しを行うこととされています。 

白井市では、新しい指針により適切に対応するとともに、支給実績の年度ごとの変化が大きく、

障害福祉のニーズも変化が見込まれることから、本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年

度までの 3年間とします。 

なお、第 5 章「計画の推進と進行管理」に基づいて評価を実施し、その結果を次期計画に反映

させます。 

 

平成 

３１年度 

令和 

２年度 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

  

  

   

   

 

 

白井市第 6期 
障害福祉計画 

白井市第 2次地域福祉計画（しろい支え愛プラン） 

（平成 29～令和 7年度） 

白井市第 5次総合計画 後期基本計画 

（令和 3～令和 7年度） 

次期白井市障害者計画 

白井市第２期 
障害児福祉計画 

  白井市第５期 
 障害福祉計画 

 白井市第１期 
  障害児福祉計画 

白井市第７期 
障害福祉計画 

白井市第３期 
障害児福祉計画 

白井市第８期 
障害福祉計画 

白井市第４期 
障害児福祉計画 

白井市障害者計画 2016-2025 

（平成 28～令和 7年度） 

 白井市第 5次総合計

画 前期基本計画 

白井市第 5次総合計画 基本構想（平成２８～令和 7年度） 

次期計画 

次期計画 

次期計画 
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 ４ SDGｓ（持続可能な開発目標）の視点を踏まえた計画の推進 

  

ＳＤＧｓ （エスディージーズ Sustainable Development Goals）とは、平成 27 年９ 月の

国連サミットにおいて、日本を含む全 193 カ国の合意により採択された国際社会全体の共通

目標です。 

「地球上の誰一人として取り残さない」を基本理念に、経済・社会・環境の諸課題を総合的に

解決し持続可能な世界を実現するため、平成 28 年から令和１2 年までの間に達成すべき 17 

のゴール（目標）と、それに連なり具体的に示された 169 のターゲットから構成されています。 

 

障がいのある人もない人も人格と個性が尊重され、ともに生き、ともに参加する地域づくりを実

現するための障害福祉計画・障害児福祉計画の取り組みは、SDGｓの１７の目標（ゴール）のう

ち、「３ すべての人に健康と福祉を」を中心として、７つのゴールに関連します。 

  本計画の推進は、これらの課題解決につながっていくため、SDGs の目標達成を意識しながら、

障がいに関する福祉施策に取り組んでいきます。 

 

 

白井市障害福祉計画・障害児福祉計画に関連する 7つのゴール（目標） 
 
３ すべての人に健康と福祉を                    ４  質の高い教育をみんなに   

８ 働きがいも経済成長も                       １０ 人や国の不平等をなくそう 

１１ 住み続けられるまちづくりを              １６ 平和と公正をすべての人に 

１７ パートナーシップで目標を達成しよう 
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第 2章  障がいのある人・難病患者の現状等 
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1 障がいのある人・難病患者の状況 

 

（1）手帳所持者数など 

本市の令和４年度末における障害者手帳交付状況は、身体障害者手帳が 1,753 人で、総人

口 62,745 人（住民基本台帳人口）に占める割合はおよそ 2.8％、療育手帳（知的障がい）は

450人で総人口のおよそ 0.7％、精神障害者保健福祉手帳は 532人で、総人口のおよそ 0.8％

となっています。なお、本表にはありませんが、自立支援医療制度（精神通院）の利用者は 1,024

人で、総人口のおよそ 1.6％となっています。 

 

■障がい者（児）数の推移 ～障害者手帳所持者数～ 

（単位：人） 

年度 総人口 

（住民基

本台帳） 

身体障害者手帳所持者 療育手帳 

所持者 

精神障害者

保健福祉手

帳所持者 

総 数 視  覚 

障 が い 

聴 覚 等 

障 が い 

音 声 等 

障 が い 

肢  体 

不 自 由  

内  部 

障 が い 

H30 63,555 1,573 80 118 22 795 558 363 382 

H31 63,336 1,630 85 123 24 806 592 382 422 

R2 63,012 1,660 93 134 25 800 608 400 434 

R3 62,745 1,706 92 141 24 810 639 414 499 

R4 62,693 1,753 98 149 22 827 657 450 532 

                                                           資料：白井市障害福祉課（各年度末現在） 

 

■障がいのある人数 ～等級・程度別内訳～
 

●身体障害者手帳 （単位：人） 

級 別 人 数 

1 級 623 

2 級 249 

3 級 239 

4 級 454 

5 級 87 

6 級 101 

合 計 1,753 

 

 

 

 

 

●療育手帳          （単位：人） 

 Ｂの2 Ｂの1 Ａ・Ⓐ 合計 

18歳未満 83 38 41 162 

18歳以上 95 77 116 288 

合  計 178 115 157 450 

 

●精神障害者保健福祉手帳（単位：人） 

級 別 人 数 

1 級 61 

2 級 318 

3 級 153 

合  計  532 

資料：白井市障害福祉課（令和 4年度末現在） 
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（2）近年の障がいのある人数の傾向 

① 身体障がい 

令和 4年度末における身体障害者手帳の等級を見ると、1級が 623人で最も多く、1・2級

を合わせた重度者では 872 人となり、全体のほぼ半数を占めています。平成 30 年度末と比

べると全体で 180人、約 1.1倍増加しています。年齢別では、65歳以上の方が 7割近くを占

めています。 

 

② 知的障がい 

令和 4年度末における療育手帳所持者の合計 450人中、18歳未満が 162人（約 36％）

で、18歳以上が 288人（約 64％）となっています。平成 30年度末と比べると全体で 87人、

約 1.２倍増加しており、増加人数の内訳は、軽度 29人、中度 32人、重度 26人です。手帳の 

程度では、軽度が 178人（約 40％）で最も多くなっています。 

 

③ 精神障がい 

令和 4 年度末における精神障害者保健福祉手帳所持者の総数は 532 人で、等級別の内

訳では、2級が318人（約60％）を占めています。平成30年度末と比べると全体で150人、

約 1.4倍増加しており、増加人数の内訳は、3級 44人、2級 95人、1級 11人です。年代と

しては 20歳以上 65歳未満が多く、約 84％を占めています。 

 

（3）「難病等受給者証」所持者数の状況 

本市が把握している、令和 4年度末における難病等疾患者数は、特定医療費（指定難病）の

受給者証所持者が 410人で、総人口の約 0.7％、また、小児慢性特定疾病医療費の受給者証

所持者が 51人で、総人口の約 0.1％となっています。 

特定医療費（指定難病）の受給者数は、少しずつ増加していますが、小児慢性特定疾病医療費

の受給者数はほぼ横ばいとなっています。 

なお、令和 2年度は新型コロナウイルス感染症の対応として更新の手続きが自動更新とされた

ため多くなっています。 

 

■「難病等受給者証」所持者数 

年度 総人口（人） 特定医療費（指定難病）（人） 小児慢性特定疾病医療費（人） 

平成 30年度 63,555 342 67 

平成 31年度 63,336 359 54 

令和 2年度 63,012 405 62 

令和 3年度 62,745 377 51 

令和 4年度 62,693 410 51 

資料：印旛保健所（印旛健康福祉センター）事業年報（各年度末現在） 
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（4）「障害支援区分☆」認定の状況 

障害支援区分別の障害福祉サービス等支給決定者数を見ると、いずれの年も「区分6」の人が

最も多く、合計では毎年度増加している状況です。 

 

■障害支援区分別支給決定者数の推移 

                                                                      （単位：人）  

年度 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

令和 2年度 3 29 43 29 22 50 176 

令和 3年度 3 31 46 34 22 54 190 

令和 4年度 3 40 38 38 24 54 197 

資料：白井市障害福祉課（各年度末現在） 

 

☆障害支援区分：障がいの多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準

的な支援の度合を総合的に示すもので、数字が大きくなるほど必要とされる支援の度合

いが大きくなります。移動や動作、身の回りの世話や日常生活、意思疎通及び行動障害

等に関連する項目からなる認定調査の結果及び医師の意見書等に基づき、一次判定（コ

ンピュータ判定）、二次判定（市町村審査会）を通して決定されます。 
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2 「第 6期障害福祉計画」・「第 2期障害児福祉計画」の達成状況 

 国の指針に基づき白井市が設定した目標の達成状況は以下のとおりです。 

（1）成果目標の達成状況 

① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
 

地域生活移行者数 数値等 

【目標値】平成 31 年度末の施設入所者数 24

人の 6%以上増加 
2人 

【令和 5年度末実績見込み】 4人 

達成率（％） 200％ 

 

入所者数減少見込み 数値等 

【目標値】平成 31年度末の施設入所者数 24人

の 1.6%以上削減 
1人 

【令和 5年度末実績見込み】 0人 

達成率（％） ０％ 

・「地域生活移行者数」については、平成 31 年度末時点の施設入所者数から、2 人の地域

生活移行を目標値としました。令和 5 年度末の実績見込みは 4 人であり、目標値を達成で

きる見込みです。 

・「入所者数減少見込数」については、平成 31 年度末時点の施設入所者数から、1 人の減

少を目標値としました。令和 3年度、令和 4年度ともに目標値を達成していないことから、計

画期間内の目標達成は難しい見込みです。 

 

② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム☆の構築 
 

☆精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム： 精神障がい者が、地域の一員として安心して

自分らしく暮らせるよう、医療、障害福祉・介護、社会参加、住まい、地域の助け合い、教育が包括

的に確保された体制を指す理念であり、自治体は、保健・医療・福祉関係者による協議の場を設

置して地域の課題を共有化した上で、システムの構築に資する取組を推進することとされています。 
 

 

 

 

 

 

保健・医療・福祉関係者による協議の場 数値等 

【目標値】 設置 

【令和 5年度末実績見込み】 設置 

達成状況 達成  
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・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムについては、令和３年度に関係機関による

協議の場（しろいメンタルサポートネットワーク）を設置し、毎年度、精神障がい者に関する

地域課題等の協議を行っていることから、令和 5 年度末までに設置するという目標を達成

しました。 

 

③ 地域生活支援拠点☆等が有する機能の充実 

 

☆地域生活支援拠点：居住支援機能と地域支援機能の一体的整備推進を目的に整備される拠 

点で、地域内で相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、人材の確保・養成等の 

機能を集約し、グループホームまたは障害者支援施設に付加したものとされています。 

 

 

 

 

 

 

・市では、地域生活支援拠点を平成 31 年度に設置しました。平成 31 年度以降は毎年度、

地域自立支援協議会において運用状況の検証及び検討を行い、安定的・継続的な運営の

確保と機能の充実に取り組んでいることから、目標を達成したと判断しました。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行等 

 

令和 5年度の年間一般就労者数 

（就労移行支援事業等を通じて、同年中に福祉施設

利用から一般就労に移行した人） 

数値等 

【目標値】平成31年度の年間一般就労者数15

人の 1.27倍以上 
20人 

【実績見込み】 14人 

達成率（％） 70％ 

・年間一般就労者数は、障害福祉サービスの通所等利用（生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援）から一般就労に移行した人の数としています。 

・福祉施設からの一般就労者数は、20人を目標値としました。 

・令和 3年度以降増加傾向にあるものの、令和 5年度の実績見込みは 14人であり、計画

期間内の目標達成は難しい見込みです。 

 

 

地域生活支援拠点運用状況の検証及び検討 数値等 

【目標値】 年 1回 

【令和 5年度末実績見込み】 年 1回 

達成状況 達成 
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令和 5年度末の就労移行支援事業利用者数 数値等 

【目標値】平成 31年度利用者数の 1.3倍以上 30人 

【実績見込み】 36人 

達成率（％） 120％ 

    ・就労移行支援事業利用者数は、30人を目標値としました。 

・利用者数は、令和 3年度、4年度ともに目標値を上回っており、令和 5年度についても 36

人の実績が見込まれることから、目標を達成できる見込みです。 

 

令和 5年度末の就労継続支援Ａ型事業 

利用者数 
数値等 

【目標値】平成 31年度利用者数の 1.26倍以上 31人 

【実績見込み】 33人 

達成率（％） 106％ 

・就労継続支援 A型事業の利用者数は、31人を目標値としました。 

・利用者数は、令和 4年度には、目標値を上回っており、令和 5年度についても 33人の実

績が見込まれることから、目標を達成できる見込みです。 

 

令和 5年度末の就労継続支援Ｂ型事業利用者数 数値等 

【目標値】平成 31年度利用者数の 1.23倍以上 72人 

【実績見込み】 93人 

達成率（％） 129％ 

・就労継続支援 B型事業の利用者数は、７２人を目標値としました。 

・利用者数は、令和 3年度、4年度ともに目標値を上回っており、令和 5年度についても 93

人の実績が見込まれることから、目標を達成できる見込みです。 
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令和 5年度の就労定着支援利用率 数値等 

【目標値】就労移行支援事業等を通じ一般就労移 

行者のうち 7割が就労定着支援事業を利用 
70％ 

【実績見込み】 50％ 

達成率（％） 71％ 

・令和 3年度、4年度ともに目標値を下回っており、令和 5年度においても目標達成は難し

い見込みです。 

 

就労定着率 8割以上の就労定着支援事業所の 

割合 
数値等 

【目標値】市内の就労定着支援事業所のうち就労 

定着率が 8割以上の事業所が全体の 7割 
70％ 

【実績見込み】 100％ 

達成率（％） 100％ 

・市内の就労定着支援事業所が 1箇所のみであり、当該事業所が就労定着率 8割以上で

あることから、令和 5年度の目標を達成しています。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 
 

 

 

 

 

 

 

・令和 4年度に、白井市こども発達センターが児童発達支援センターとなったことから、目標

を達成しています。 

☆児童発達支援センター： 地域の障がい児の健全な発達において中核的な役割を果たす

機関であり、地域の障害児通所支援等の事業所と連携しながら、専門性に基づく発達支

援・家族支援、事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション、地域のインクルージョ

ン推進、障がい児の発達支援の相談等の機能を果たすセンター 

 

 

 

 

児童発達支援センター☆設置数 数値等 

【目標値】 1か所 

【令和 5年度末実績見込み】 1か所 

達成状況 達成 
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. 

・白井市こども発達センターの児童発達支援センター移行に伴い、令和 4 年度から保育所

等訪問支援を開始したため、市内において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築

するとの目標を達成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所の市内設置については、具

体的な目途が立っていないことから、計画期間内に達成は難しい見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

・医療的ケア児支援のための関係機関による協議の場については、令和 4 年度に自立支援

協議会のこどもワーキンググループの下部組織として、協議の場を設置しました。 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 数値等 

【目標値】 実施 

【令和 5年度末実績見込み】 実施 

達成状況 達成 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所数 数値等 

【目標値】 1か所 

【令和 5年度末実績見込み】 0か所 

達成状況 未達成 

   ・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の市内設置については、具体的な

目途が立っていないことから、計画期間内に達成は難しい見込みです。 

 

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス 

事業所数 
数値等 

【目標値】 1か所 

【令和 5年度末実績見込み】 0か所 

達成状況 未達成 

医療的ケア児支援のための関係機関による協議の場 数値等 

【目標値】 設置 

【令和 5年度末実績見込み】 設置 

達成状況 達成 
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・医療的ケア児等に関するコーディネーターについては、令和 5年度に白井市こども発達セン

ターに配置したことから、目標を達成しています。 
 

☆医療的ケア児等コーディネーター：医療的ケア児等が必要とする多分野にまたがる支援の

利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるとともに、協議の場において、地

域課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児等に対する支援のための

地域づくりを推進する役割を担うコーディネーター 

 

   

医療的ケア児等に関するコーディネーター☆ 数値等 

【目標値】 配置 

【令和 5年度末実績見込み】 配置 

達成状況 達成 
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（2）指定障害福祉サービス・相談支援の計画値（見込み量）と実績値 

区    分 
令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比
（％） 

計画値 実績値 
見込比
（％） 

訪問系サービス〔時間/月〕 3,085 2,483 ８０．５ 3,208 2,564 ７９．９ 

日

中

活

動

系 

生活介護〔人日/月〕 1,563 1,689 108.1 1,594 1,691 106.1 

自立訓練（機能訓練）〔人日/月〕 21 13 61.9 21 7 33.3 

自立訓練（生活訓練）〔人日/月〕 118 57 48.3 118 56 47.5 

就労移行支援〔人日/月〕 452 601 133.0 502 524 104.4 

就労継続支援（Ａ型）〔人日/月〕 447 515 115.2 492 564 114.6 

就労継続支援（Ｂ型）〔人日/月〕 1,042 1,168 111.8 1,094 1,294 118.3 

就労定着支援〔人日/月〕 6 6 100.0 8 16 200.0 

療養介護〔人/月〕 2 2 100.0 2 2 100.0 

短期入所 
福祉型〔人日/月〕 56 86 153.6 63 160 254.0 

医療型〔人日/月〕 3 0 0 3 4 133.3 

居

住

系 

自立生活援助〔人/月〕 2 8 400.0 2 3 150.0 

共同生活援助〔人/月〕 51 51 100.0 58 58 100.0 

施設入所支援〔人/月〕 24 26 108.3 23 24 104.3 

精神障がい者の自立生活援助 

〔人/月〕 
1 2 200.0 1 2 200.0 

精神障がい者の共同生活援助 

〔人/月〕 
20 23 115.0 23 26 113.0 

相

談

支

援 

計画相談支援〔人/月〕 56 76 135.7 61 78 127.9 

地域相談 

支援〔人/月〕 

地域移行支援 2 0 0 2 0 0 

地域定着支援 4 0 0 4 0 0 

精神障がい者の

地域移行支援 
1.5 0 0 1.5 0 0 

精神障がい者の

地域定着支援 
3.0 0 0 3.0 0 0 

＊人日/月…日利用人員×月当たりの平均利用日数＝月間の延べ利用日数 
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（3）障害児通所支援等の計画値（見込み量）と実績値 

◇障害児通所支援・障害児相談支援 

区    分 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

日

中

活

動

系 

児童発達支援〔人日/月〕 697 749 107.5 746 837 112.2 

医療型児童発達支援〔人日/月〕 4 0 0.0 4 0 0.0 

放課後等デイサービス〔人日/月〕 1,415 1,444 102.0 1,570 1,742 111.0 

居宅訪問型児童発達支援 

〔人日/月〕 
4 0 0.0 4 0 0.0 

保育所等訪問支援〔人日/月〕 0 0 － 10 4 40.0 

相談支援 障害児相談支援 43 59 137.2 51 78 152.9 

 

◇医療的ケア児に対する支援 

区    分 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

医療的ケア児に対する関連分野の支援

を調整するコーディネーターの配置人数

〔人〕 

0 0 － 0 0 － 

 

◇障がい児受け入れ 

①  子ども・子育て支援等における障がい児受け入れ 

区    分 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

① 保育所〔人〕 44 45 

 

49 50 

 

② 認定子ども園〔人〕 1 2 1 2 

③ 幼稚園〔人〕 67 53 68 62 

④ 放課後健全育成事業〔人〕 34 30 34 34 

⑤ 事業所内保育〔人〕 0 0 0 0 

⑥ その他（小規模保育所等）〔人〕 0 0 0 2 

合  計 146 130 89.04 152 150 98.7 
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（4）地域生活支援事業の計画値（見込み量）と実績値 

◇必須事業分 

 

事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

（1）理解促進研修・啓発事業 有 有 － 有 有 － 

（2）自発的活動支援事業 無 無 － 無 無 － 

（3）相談支援事業       

 

①  障害者相談支援事業所数

〔箇所〕 
2 3 150.0 2 5 250.0 

 ②基幹相談支援センター 無 無 － 無 無 － 

③ 基幹相談支援センター等機
能強化事業 

有 有 － 有 有 － 

④ 住宅入居等支援事業 無 無 － 無 無 － 

（4）成年後見制度利用支援事業

〔人〕 
2 6 300.0 2 4 200.0 

（5）成年後見制度法人後見支援

事業 
無 無 － 無 無 

－ 

（6）意思疎通支援事業       

 

① 手話通訳者設置事業（実設
置見込み通訳者数） 

0 0 － 0 0 － 

② 手話通訳者派遣事業（実利
用見込み者数） 

5 

（2 ｻｰﾋﾞｽ

合計） 

12 240.0 

5 

（2 ｻｰﾋﾞｽ

合計） 

13 

260.0 

③ 要約筆記者派遣事業（実利
用見込み者数） 

（7）日常生活用具給付等事業

〔件〕 
    

  

 

① 介護・訓練支援用具 2 1 50.0 2 4 200.0 

② 自立生活支援用具 7 7 100.0 7 7 100.0 

③ 在宅療養等支援用具 4 5 125.0 4 7 175.0 

④ 情報・意思疎通支援用具 16 32 200.0 16 28 175.0 

⑤ 排せつ管理支援用具 1,231 1,211 98.4 1,280 1,216 95.0 

⑥  居宅生活動作補助用具
（住宅改修費） 

2 1 50.0 2 1 50.0 
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事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

（8）手話奉仕員養成研修事業 

  （養成講習実修了見込み者数） 

  〔人〕 

5 3 60.0 5 4 80.0 

（9）移動支援

事業 

利用実人数 

〔人/年〕 
70 76 108.6 71 54 76.1 

延べ利用時間 

〔時間/年〕 
8,753 6,228 71.2 8,841 5,028 56.9 

（10）地域活

動支援センタ

ー 

 

市内設置数 

〔箇所〕 
2 1 50.0 2 1 50.0 

市内利用実人数

〔人/年〕 
69 45 65.0 75 50 66.7 

他市町村利用箇

所数〔箇所〕 
2 2 100.0 2 2 100.0 

他市町村利用実

人数〔人/年〕 
23 12 52.2 24 12 50.0 

 

◇任意事業分 

 

事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

（1）日中一時支援事業〔人/月〕 51 52 102.0 58 53 91.4 

（2）訪問入浴サービス事業 

〔人/年〕 
4 4 100.0 4 4 100.0 

（3）自動車運転免許取得費補助

事業〔人/年〕 
1 0 0 1 0 0 

（4）自動車改造費補助事業 

〔人/年〕 
2 2 100.0 2 1 50.0 
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◇発達障がい者等に対する支援 

 

事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

ペアレントトレーニング・プログラム

受講者数〔人/年〕 
１ ０ 0 １ ５ 500.0 

ペアレントメンターの人数〔人/年〕 １ ０ 0 １ １ 100.0 

ピアサポートの活動への参加人数 

〔人/年〕 
１ １ 100.0 １ １ 100.0 

 

◇精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

保健、医療、福祉関係者による協

議の場の開催回数〔人/年〕 
１ １ 100.0 １ ２ 200.0 

保健、医療、福祉関係者による協

議の場における目標設定及び評

価の実施回数〔人/年〕 

０ ０ － ０ １ 

 

0 

保健、医療、

福祉、介護、

当事者、家

族等の関係

者ごとの参

加者 

保健 1 2 200.0 1 2 200.0 

医療（精神科） 0 6 0 0 6 0 

医療（精神科以外） 0 0 － 0 0 － 

福祉 8 7 87.5 8 7 87.5 

介護 1 1 100.0 1 1 100.0 

当事者 0 0 － 0 0 － 

家族等 1 2 200.0 1 2 200.0 
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◇相談支援体制の充実・強化等 

 

事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

総合的・専門的な相談支援の実

施の有無 
有 有 － 有 有  

地域の相談支援事業者に対する

訪問等による専門的な指導・助言

件数〔件〕 

17 37 218 17 47 276 

地域の相談支援事業者の人材育

成の支援件数〔件〕 
1 1 100 1 0 0 

地域の相談機関との連携強化の

取組の実施回数〔回〕 
2 7 350 2 7 350 

 

◇障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

 

事  業  名 

 

令和 3年度 令和 4年度 

計画値 実績値 
見込比

（％） 
計画値 実績値 

見込比

（％） 

都道府県が実施する障害福祉サ

ービス等に係る研修の参加や都

道府県が市職員に対して実施す

る研修の参加人数〔人〕 

４ 0 0 ４ 2 50 

障害者自立支援審査支払システ

ム等での審査結果を分析してその

結果を活用し、事業所や関係自治

体等と共有する体制の有無及び

それに基づく実施回数〔回〕 

０ ０ － ０ 0 － 
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３ アンケート・ヒアリング調査結果の要点 

 

（1）白井市障害福祉計画、障害児福祉計画の改定に向けたアンケート調査 

本計画の策定に先立って、各障がい者手帳保持者（無作為抽出）及び障害児通所支援支給決

定児（全数）を対象に調査を実施しました。  

 

◇調査の目的 

・指定障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業及び障害児通所支援等のそれぞれにつ

いて、種類ごとのニーズを把握すること 

・より効果的・効率的な障害福祉サービスの実施に向け、利用者等の意見を把握すること 

◇調査実施概要 

区 分 
身体 

障がい者 

知的 

障がい者 

精神 

障がい者 
障がい児 通算 

(1) 対象者 身体障害者 

手帳所持者 

療育手帳 

所持者 

精神障害者 

保健福祉手帳

所持者 

障害児通所支

給決定児 

1,189人 

(2) 対象者数 ５８０人 １１４人 ２０１人 ２９４人 

(3) 抽出方法 無作為抽出 全数調査 

(4) 調査方法 郵送による配付、回収 

(5) 実施時期 令和 5年 1月 5日（木）～令和 5年 1月 25日（水） 

(6) 回収結果 

  ・有効回収数 

・有効回収率 

 

３３８通 

５８．３％ 

 

５４通 

４７．３％ 

 

１００通 

４９．８％ 

 

１５７通 

５３．４％ 

 

６４９通 

5４．６％ 
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◇調査
ちょうさ

結果
け っ か

 

以下
い か

に、調査
ちょうさ

結果
け っ か

からみた障
しょう

がいのある人
ひと

の福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

についての要望
ようぼう

についての要点
ようてん

を

まとめて示します
し め し ま す

。 

① 身体障
しんたいしょう

がい者
しゃ

・知的
ち て き

障
しょう

がい者
しゃ

・精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

（１８歳
１ ８ さ い

以上
いじょう

の方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

※無回答者を除いた割合 

  

11.6%

1.8%

7.1%

81.3%

81.8%

89.8%

0.3%

9.1%

1.0%

5.1%

5.5%

1.0%

0.9%

1.8%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者

現在の暮らし〔回答者 身体：336人・知的：55人・精神：98人〕

ひとりで暮らしている 家族と暮らしている

グループホームで暮らしている 福祉施設（障がい者や高齢者の施設）で暮らしている

病院に６か月以上入院している

【現在
げんざい

の暮らし
く ら し

】 

▸身体
しんたい

・知的
ち て き

・精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

の大半
たいはん

が、ご家族
ご か ぞ く

と暮らして
く ら し て

います。 

▸ひとり暮らし
ぐ ら し

をしているのは、身体障
しんたいしょう

がい者の約
やく

１２％、知的障
ちてきしょう

がい者の約
やく

２％、精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

の約
やく

７％です。 

▸知的障
ちてきしょう

がい者
しゃ

の約
やく

９％がグループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

で暮らして
く ら し て

います。 
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60.0%

0.0%

7.3%

1.8%

14.5%

5.5%

0.0%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80%

〔回答者 知的：55人〕

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※無回答者を除いた割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ※無回答を除いた割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今
こん

後
ご

３年間
３ねんかん

の暮らし
く ら し

の希望
き ぼ う

・必要
ひつよう

なお手伝い
お て つ だ い

】 

▸今
こん

後
ご

３年
３ ね ん

以内
い な い

の暮らし
く ら し

の希望
き ぼ う

としては、身体
しんたい

・知的
ち て き

・精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

の多く
お お く

が、「今
いま

のままで

良い
よ い

」と考えて
かんがえて

います。知的障
ちてきしょう

がい者
しゃ

の約
やく

15％が「同じ
お な じ

障
しょう

がいのある人と、グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

な

どで暮らしたい
く ら し た い

」と回答
かいとう

されています。 
 

▸希望
き ぼ う

する暮らし
く ら し

をかなえるために必要
ひつよう

なお手伝い
お て つ だ い

としては、身体障
しんたいしょう

がい者
しゃ

は、「特
と く

にない」との

回答
かいとう

が最も
もっとも

多く
お お く

、知的
ち て き

・精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

については、「日々
ひ び

の相談
そうだん

に乗って
の っ て

くれる人
ひと

の存在
そんざい

」が

最も
もっとも

多く
お お く

なっています。 

 

56.5%

17.4%

2.2%

4.3%

2.2%

1.1%

8.7%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80%

〔回答者 精神・92人〕

70.3%

7.3%

10.9%

1.2%

0.9%

2.7%

1.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80%

今のままで良い

親族だけに世話をしてもらって、

家庭で生活したい

親族の介助や、在宅福祉サービ

スを利用して、家庭で生活したい

在宅福祉サービスを利用してひと

りで暮らしたい

同じ障がいのある人と、グループ

ホームなどで暮らしたい

常時介護をしてくれる人がいる入

所施設で暮らしたい

その他

わからない

今後３年以内の暮らしの希望

〔回答者 身体：330人〕

20.5%

13.3%

10.9%

16.7%

3.1%

5.5%

10.9%

6.5%

46.1%

9.6%

0% 20% 40% 60%

家事の手助け

身体の介助

日中の通いの場

通院の利便性の高い病院

住む場所を一緒に探す手助け

お金を管理してくれる人の存在

日々の相談に乗ってくれる人の存

在

その他

必要な支援は特にない

わからない

希望する暮らしを実現するために必要な

支援〔回答者：身体293人〕

38.5%

7.7%

26.9%

21.2%

19.2%

26.9%

42.3%

5.8%

15.4%

15.4%

0% 20% 40% 60%

〔回答者 知的：52人〕

22.7%

2.3%

18.2%

22.7%

13.6%

14.8%

44.3%

5.7%

14.8%

9.1%

0% 20% 40% 60%

〔回答者 精神・88人〕
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【身
み

の回り
ま わ り

の介助者
かいじょしゃ

】 

▸身
み

の回り
ま わ り

の介助者
かいじょしゃ

は、身体障
しんたいしょう

がい者
しゃ

では配偶者
はいぐうしゃ

が、知的
ち て き

・精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

は親
おや

が最も
もっとも

多く
お お く

なって

います。 
 

▸介助者
かいじょしゃ

の年齢
ねんれい

は、１５歳
１ ５ さ い

以上
いじょう

２３歳
２ ３ さ い

未満
み ま ん

、１５歳
１ ５ さ い

未満
み ま ん

という、若い世代の介助者もいます。身体障
しんたいしょう

がい者
しゃ

については７５歳
７ ５ さ い

以上
いじょう

が他
ほか

の障
しょう

がいより多く
お お く

なっています。 
 

▸介助者
かいじょしゃ

について心配
しんぱい

な点
てん

は、介助者
かいじょしゃ

に身体
しんたい

の衰え
おとろえ

があるという回答
かいとう

が最も
もっとも

多く
お お く

なりました。 

 

2.5%

5.0%

67.5%

25.0%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〔回答者 精神・40人〕

0.0%

12.1%

51.5%

18.2%

21.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〔回答者 知的：33人〕

0.7%

1.4%

44.1%

24.5%

31.5%

0% 20% 40% 60% 80%100%

15歳未満

15歳以上23歳未満

23歳以上65歳未満

65歳以上75歳未満

75歳以上

介助者の年齢〔介助を受けていると

の回答者 身体：143人〕

6.3%

40.6%

4.9%

14.0%

5.6%

4.9%

23.8%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介助者が病気がちである

介助者に身体の衰えがある

介助者にも障がいがある

介助者が、仕事や学校を休むほか、

遅刻・早退する必要がある

介助が理由で仕事や学校が続けら

れない

その他

心配な点は特にない

わからない

介助者の心配な点〔介助を受けてい

るとの回答者身体143人〕

3.0%

45.5%

6.1%

18.2%

3.0%

12.1%

12.1%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

〔回答者 知的：33人〕

20.0%

45.0%

20.0%

12.5%

2.5%

7.5%

15.0%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

〔回答者 精神・40人〕
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●外出の時の交通手段は身体・知的・精神障がい者のいずれも、「徒歩」「自家用車（乗せてもらう）」「電車」

が比較的多くなっています。身体障がい者については、自家用車（自分で運転）やオートバイの回答が他の

障がいより比較的多い一方で、コミュニティバスナッシー号や路線バスの利用が比較的少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【外出
がいしゅつ

について】 

▸外出
がいしゅつ

の際
さい

に困って
こ ま っ て

いることについては、「困って
こ ま っ て

いることは特
と く

にない」が最も
もっとも

多かった
お お か っ た

です。 
 

▸次
つぎ

に困って
こ ま っ て

いることは、「移動
い ど う

にかかる費用
ひ よ う

が高い
た か い

」「心身
しんしん

の障
しょう

がいや病状
びょうじょう

のため、電車
でんしゃ

・バス
ば す

な

どへの乗車
じょうしゃ

が困難
こんなん

」ということでした。 

 

5.2%

5.6%

12.5%

11.1%

1.6%

0.0%

6.9%

8.2%

59.3%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80%100%

運転者の確保が難しい

介助者の確保が難しい

移動にかかる費用が高い

心身の障がいや病状のため、電車・ﾊﾞｽ

などへの乗車が困難

通勤・通学のための移動手段がなく家

族が送迎している

通勤・通学の際にﾊﾞｽ停で見守りが必要

だが、家族の仕事等の時間と合わない

ｻｰﾋﾞｽ事業所や通院先の病院に送迎が

なく家族が送迎している

その他

困っていることは特にない

わからない

外出の際に困っていること

〔回答者 身体：305人〕

8.6%

1.1%

30.1%

21.5%

2.2%

0.0%

5.4%

11.8%

36.6%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80%100%

〔回答者 精神・93人〕

8.0%

4.0%

18.0%

8.0%

0.0%

0.0%

8.0%

12.0%

48.0%

12.0%

0% 20% 40% 60% 80%100%

〔回答者 知的：50人〕
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【新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の流行
りゅうこう

で起きた
お き た

こと・困った
こ ま っ た

こと】 

▸新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の流行
りゅうこう

で起きた
お き た

こと・困った
こ ま っ た

こととしては、「家族
か ぞ く

・親戚
しんせき

・友人
ゆうじん

などに会う
あ う

機会
き か い

が減った
へ っ た

」・「外出
がいしゅつ

の頻度
ひ ん ど

が少なく
す く な く

なった」が最も
もっとも

多かった
お お か っ た

です。 
 

▸精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

については、「不安
ふ あ ん

を強く
つ よ く

感じたり
か ん じ た り

、いらいらした」「検査
け ん さ

やワクチン
わ く ち ん

を受ける
う け る

のに

苦労
く ろ う

した」との困りごとも比較的多くみられました。 

 

19.1%

15.4%

3.7%

4.0%

47.1%

5.8%

6.5%

1.5%

52.3%

4.0%

17.8%

11.7%

4.0%

4.6%

4.3%

25.5%

1.5%

19.6%

15.7%

3.9%

19.6%

47.1%

3.9%

11.8%

3.9%

31.4%

3.9%

5.9%

3.9%

5.9%

5.9%

7.8%

29.4%

7.8%

41.7%

28.1%

7.3%

4.2%

45.8%

5.2%

9.4%

1.0%

43.8%

14.6%

16.7%

19.8%

14.6%

6.3%

10.4%

14.6%

3.1%

0% 20% 40% 60%

不安を強く感じたり、いらいらした

検査やﾜｸﾁﾝを受けるのに苦労した

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の情報を得るのに苦労した

日中を過ごす場所に困った(通所先が閉鎖された等)

外出の頻度が少なくなった

治療やﾘﾊﾋﾞﾘが中止や延期になった

福祉ｻｰﾋﾞｽの利用ができなかった/しづらくなった

家族が、介護の負担が増える等により仕事や学校に行けなくなった

家族・親戚・友人などに会う機会が減った

家族とのいさかいが増えたり、居場所がないと感じたりすることが増え

た

他者がﾏｽｸをしていると、顔や会話がわかりにくく苦労した

経済的に苦しくなった

病状や行動障がいが悪化した

自粛のため相談や受診を取りやめた

その他

困ったことなどは特にない

わからない

新型コロナウイルスで起きたこと・困ったこと

〔回答者 身体：325人・知的：51人・精神：96人〕

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者
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●障害福祉サービス・地域生活支援事業の利用状況と、今後 3 年間の利用予定としては、「新たに利用予

定」 とのサービスで多かったものが、短期入所（ショートステイ）、自立訓練（機能・生活訓練）、日中一時

支援事業、計画相談支援でした。 

●地域移行支援の利用希望は、身体障がい者で 5.0％、知的障がい者で 14.5％、精神障がい者で

11.0％の方が「新たに利用したい」と回答されました。地域定着支援の利用希望は、身体障がい者で７．

４％、知的障がい者で 14.5％、精神障がい者で１５.0％の方が「新たに利用したい」と回答されました。 

●市の障害福祉サービスの利用状況と今後 3年間の利用予定について、「新たに利用予定」との回答が多

かったサービスは、地域活動支援センター、福祉タクシー事業でした。 

●利用を希望しているが、利用していないサービスについては、身体障がい者の 12.7％、知的障がい者の

【精神科
せい し ん か

や心療
しんりょう

内科
な い か

に初めて
は じ め て

受診
じゅしん

するのに苦労
く ろ う

したこと】 

▸精神科
せい し ん か

や心療
しんりょう

内科
な い か

などの医療
いりょう

機関
き か ん

に初めて
は じ め て

受診
じゅしん

するのに苦労
く ろ う

したことについては、「気持ち
き も ち

面
めん

の抵抗
ていこう

が強かった
つ よ か っ た

」が最も
もっとも

多く
お お く

、次
つぎ

に「医療
いりょう

機関
き か ん

が遠くて
と お く て

受診
じゅしん

が難しかった
む ず か し か っ た

」ということでし

た。 

 

【今
こん

後
ご

３年
３ ね ん

以内
い な い

の障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の利用
り よ う

について】 

▸新た
あ ら た

に利用
り よ う

予定
よ て い

のサービス
さ ー び す

としては、短期
た ん き

入所
にゅうしょ

（ショートステイ
し ょ ー と す て い

）、自立
じ り つ

訓練
くんれん

、日中
にっちゅう

一時
い ち じ

支援
し え ん

事業
じぎょ う

、地域
ち い き

活動
かつどう

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

、福祉
ふ く し

タクシー
た く し ー

事業
じぎょ う

があげられました。 
 

▸利用
り よ う

を希望
き ぼ う

しているが利用
り よ う

していないサービス
さ ー び す

としては、福祉
ふ く し

タクシー
た く し ー

事業
じぎょ う

、短期
た ん き

入所
にゅうしょ

（ショートステイ
し ょ ー と す て い

）、地域
ち い き

活動
かつどう

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

があります。 
 

▸利用
り よ う

を希望
き ぼ う

しているが利用
り よ う

していない理由
り ゆ う

は「利用
り よ う

の基準
きじゅん

にあてはまらず利用
り よ う

できないため」

ということのほか、「利用
り よ う

の手続き
て つ づ き

が分からず
わ か ら ず

利用
り よ う

できないため」という理由
り ゆ う

もありました。

新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

で利用
り よ う

を控えて
ひ か え て

いた、という回答
かいとう

もありました。 

 

31.0%

7.0%

46.0%

26.0%

13.0%

13.0%

7.0%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

医療機関が遠くて受診が難しかった

経済的に受診することができなかった

気持ち面の抵抗が強かった

受診に関して医療機関以外に相談することができなかった

その他

苦労したことは特にない

わからない

無回答

精神科や心療内科等の初めての受診時に困ったこと

〔回答者 精神：100人〕
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21.8％、精神障がい者の約 24.0％で「ある」との回答でした。利用を希望しているが利用していないサ

ービスは、「福祉タクシー事業」が 23.5％で最も多く、次いで「短期入所」「地域活動支援センター」とな

りました。 

●利用希望があるが利用していないサービスがあると回答した方について、利用していない理由を伺いまし

た。身体障がい者については、「利用の基準にあてはまらず利用できないため」が最も多く、30.6％でし

た。知的障がい者については「その他」が最も多く、精神障がい者は、「利用の基準にあてはまらず利用で

きないため」「利用の手続きが分からず利用できないため」「サービスがあることを知らなかったため」と

の回答が多いという結果になりました。「その他」の理由としては、新型コロナウイルスの影響で利用を控

えていた、ニーズにあう事業者がなかったなどがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

移動支援事業

短期入所（ショートステイ）

生活介護

日中一時支援事業

自立生活援助

自立訓練（機能・生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援A・B型

就労定着支援

計画相談支援

居宅介

護

重度訪

問介護

同行援

護

行動援

護

移動支

援事業

短期入

所

（ショート

ステイ）

生活介

護

日中一

時支援

事業

自立生

活援助

自立訓

練（機

能・生活

訓練）

就労移

行支援

就労継

続支援

A・B型

就労定

着支援

計画相

談支援

増やす予定 1.7%0.9%1.2%0.9%1.1%2.5%0.3%0.6%0.9%0.8%0.9%0.8%0.3%1.1%

変更しない予定 6.7%5.5%4.4%6.4%9.8%5.1%5.2%5.1%2.9%7.5%2.3%5.7%3.2%17.4%

減らす・やめる予定 0.6%0.0%0.0%0.0%0.3%0.0%0.0%0.6%0.3%0.6%0.6%0.0%0.6%1.1%

新たに利用予定 6.1%4.3%3.2%4.6%8.1%11.3%6.9%11.0%9.9%11.7%4.9%5.7%6.4%10.9%

今後も利用しない予定 84.9%89.3%91.2%88.2%80.6%81.1%87.6%82.8%86.1%79.4%91.3%87.8%89.5%69.5%

障害福祉サービス・地域生活支援事業の利用状況と今後3年間の利用予定

〔回答者 身体・知的・精神障がい者合計 340～３５９人〕

増やす予定 変更しない予定 減らす・やめる予定 新たに利用予定 今後も利用しない予定
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域活動支援センター

福祉タクシー事業

福祉カー（ゆうあい号）貸出

障害者施設等通所交通費助成

紙おむつの給付(身体・知的のみ）

訪問入浴(身体・知的のみ）

手話通訳者派遣(身体のみ）

自動車運転免許取得費補助(身体・知的のみ）

自動車改造費の助成(身体のみ）

地域活動支

援センター

福祉タク

シー事業

福祉カー

（ゆうあい

号）貸出

障害者施設

等通所交通

費助成

紙おむつの

給付(身

体・知的の

み）

訪問入浴

(身体・知

的のみ）

手話通訳者

派遣(身体

のみ）

自動車運転

免許取得費

補助(身

体・知的の

み）

自動車改造

費の助成

(身体の

み）

増やす予定 0.6%2.0%1.2%1.4%1.1%0.4%1.3%0.0%0.0%

変更しない予定 5.6%10.1%1.7%4.3%8.6%3.6%2.1%0.4%1.3%

減らす・やめる予定 0.0%0.6%0.3%0.6%0.4%0.0%0.0%0.0%0.0%

新たに利用予定 11.3%13.1%4.3%8.8%7.1%7.1%3.4%3.4%2.6%

今後も利用しない予定 82.5%74.3%92.5%84.9%82.9%89.0%93.3%96.3%96.1%

市の障害福祉サービスの利用状況と今後3年間の利用予定

〔回答者 身体・知的・精神障がい者 231人～358人〕

増やす予定 変更しない予定 減らす・やめる予定 新たに利用予定 今後も利用しない予定
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② 自由
じ ゆ う

記入欄
きにゅうらん

に寄せられた
よ せ ら れ た

意見
いけん

（身体障
しんたいしょう

がい者
しゃ

・知的
ち て き

障
しょう

がい者
しゃ

・精神障
せいしんしょう

がい者
しゃ

） 

自由
じ ゆ う

記入欄
きにゅうらん

に寄せられた
よ せ ら れ た

ご意見
ご い け ん

について、福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

については、知的
ち て き

・精神障
せいしんしょう

がいのある

方
かた

を中心
ちゅうしん

として、グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

の拡充
かくじゅう

や、日中
にっちゅう

活動
かつどう

の場
ば

の充実
じゅうじつ

を求める
も と め る

ご意見
ご い け ん

がありました。

その他
そ の た

、既
すで

に受けて
う け て

いるサービス
さ ー び す

の内容
ないよう

を充実
じゅうじつ

させて欲しい
ほ し い

、サービス
さ ー び す

の要件
ようけん

を緩
かん

和
わ

してほしいと

の意見
い け ん

のほか、サービス
さ ー び す

の質
しつ

の向上
こうじょう

が必要
ひつよう

との声
こえ

がありました。 

また、移動
い ど う

支援
し え ん

の拡充
かくじゅう

については、身体障
しんたいしょう

がいのある方
かた

を中心
ちゅうしん

として、循環
じゅんかん

バス
ば す

や路線
ろ せ ん

バス
ば す

の

頻度
ひ ん ど

や行き先
い き さ き

について、タクシー券
た く し ー け ん

の拡充
かくじゅう

について、車
くるま

いすでの移動
い ど う

の不便さ
ふ べ ん さ

についてご意見
ご い け ん

を

いただきました。 

いずれの障
しょう

がいにおいても、情報
じょうほう

提供
ていきょう

や相談
そうだん

窓口
まどぐち

の充実
じゅうじつ

を求める
も と め る

声
こえ

がありました。 

その他
そ の た

、給付
きゅうふ

や手当
て あ て

等
など

、経済的
けいざいてき

支援
し え ん

の拡充
かくじゅう

、地域
ち い き

・社会
しゃかい

全体
ぜんたい

の環境
かんきょう

整備
せ い び

等
など

、出会い
で あ い

や結婚
けっこん

の

支援
し え ん

、軽度者
け い ど し ゃ

への支援
し え ん

、家族
か ぞ く

支援
し え ん

など様々
さまざま

な支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

、感染症
かんせんしょう

や災害
さいがい

支援
し え ん

、差別
さ べ つ

の解消
かいしょう

等
など

の

ご意見
ご い け ん

がありました。現時点
げ ん じ て ん

では、特
と く

に困り
こ ま り

ごとはない、という内容
ないよう

のほか、現在
げんざい

は大丈夫
だいじょうぶ

だが、

今後
こ ん ご

に不安
ふ あ ん

がある、とのお声
お こ え

も多く
お お く

いただきました。 

 

【自由記入回答でいただいた意見（分類）】 

大分類 中分類 
障がい種別毎件数 

身体 知的 精神 

福祉サービスの拡充・

質の向上等 

グループホームの拡充  6 1 

日中活動の場の充実 1  4 

既存サービスの拡充（緊急通報装置・補聴器助成） 2   

短期入所等の拡充  1  

障害福祉サービス・介護保険のサービスの要件緩和等 2   

適切なサービス提供 1 2  

サービスの質の向上 2  2 

移動支援の拡充 

循環バス・路線バスの充実 6   

タクシー券の拡充 5  1 

車いすでの移動の不便さ 5 1  

移動に関する費用支援策の拡充 3 1 4 

その他移動支援全般 3 1 1 

相談窓口・情報提供等

の充実 

情報提供の充実 3 1 4 

相談窓口の充実 3 3 1 

窓口対応の改善 2  2 
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大分類 中分類 
障がい種別毎件数 

身体 知的 精神 

経済的支援 

全般的な給付・手当の拡充 6  4 

難病見舞金 1   

ストマへの支援 1   

医療費助成の拡充等 1   

診断書取得への支援 1 1  

地域・社会全体の環境

整備等 

医療機関の充実 1  3 

手厚い福祉・経済安定等 2  2 

地域のつながり・助け合いの醸成 3 1  

買い物支援   1 

様々な支援の充実 

出会い・結婚支援   1 

軽度者への支援  1  

家族支援 1   

感染症・災害等 
感染への不安 1   

災害・防災無線の改善 2   

差別の解消・その他   4 

今後への不安・サービス利用の可能性 15  2 

特になし・現状について 19 2  

アンケートへの意見 4  3 
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③ 障がい児（１８歳
１ ８ さ い

未満
み ま ん

の方
ほう

） 

 

 

 

 

 

 
 

●外出時の手段は、「徒歩」「自家用車」「電車」「自転車」の回答が多くみられました。 

●困っていることは、「困っていることは特にない」が５１．６％ですが、療育・病院への送迎を家族が行っている

ことや、常に通学への付添が必要であることもあがっています。 

 

 

 

 

 

 

5.1%

7.0%

5.1%

7.6%

5.7%

13.4%

6.4%

17.2%

5.7%

51.6%

5.1%

4.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

運転者の確保が難しい

介助者の確保が難しい

移動にかかる費用が高い

電車・バスなどへの乗車が困難

通勤・通学のための移動手段がなく家族が送迎している

障がいの状況から常に通学に付添が必要

通勤・通学の際にバス停で見守りが必要だが、家族の仕事

等の時間と合わない

療育施設や通院先の病院に送迎がなく家族が送迎してい

る

その他

困っていることは特にない

わからない

無回答

外出に関して困っていること〔回答者 障がい児：157人〕

【外出
がいしゅつ

について】 

▸外出
がいしゅつ

時
じ

の手段
しゅだん

は、徒歩
と ほ

・自家用車
じ か よ う し ゃ

との回答
かいとう

が多く
お お く

、それぞれ8
８

割
わり

以上
いじょう

でした。 

▸外出
がいしゅつ

に関して
か ん し て

は、「困って
こ ま っ て

いることは特
と く

にない」が最も
もっとも

多かった
お お か っ た

です。 
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 ●一緒に暮らしている人は「父」９３．６％、「母」９８．７％と回答されました。次いで、兄弟姉妹が７１．３％でした。 

 ●保護者の就労状況は、「父（又は母）がフルタイム勤務、母（又は父）がパート・時短勤務」が４３．９％と最も

多くなっています。「両親ともにフルタイム勤務」との回答は１５．３％でした。 

 ●保護者の就労に関る困りごととしては、療育・通学・通院とのスケジュール調整と回答された方が３２．５％で

した。その他、子どもが病気の時や土日祝日の預け先がないとの声も多くあがっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●介助者は、親が最も多くなっています。兄弟姉妹という回答も 2割以上ありました。 

●介助者の年齢は 23歳以上 64歳未満が 9割以上を占めていますが、15歳未満という回答も 1割以

上ありました。 

●介助者について心配な点を伺ったところ、「心配な点は特にない」という回答が最も多く、次いで多かった

のは「介助者が仕事や学校を休むほか、遅刻や早退する必要がある」という回答でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在
げんざい

の暮らし
く ら し

】 

▸全員
ぜんいん

がご家族
ご か ぞ く

と暮らして
く ら し て

います。 

▸保護者
ほ ご し ゃ

が共
とも

働き
ばたらき

しているご家庭
ご か て い

は約
やく

6
６

割
わり

です。 

▸保護者
ほ ご し ゃ

が働いて
はたらいて

いる間
あいだ

は学校
がっこう

や放課後
ほ う か ご

等
と う

デイサービス
で い さ ー び す

で過ごして
す ご し て

いるお子
こ

さんが約
やく

半数
はんすう

です。 

▸保護者
ほ ご し ゃ

の就労
しゅうろう

に関して
か ん し て

の困り
こ ま り

ごとで一番
いちばん

多かった
お お か っ た

ものは、療育
りょういく

・通学
つうがく

・通院
つういん

とのスケジュール
す け じ ゅ ー る

調整
ちょうせい

でした。 

 

【身
み

の回り
ま わ り

の介助者
かいじょしゃ

】 

▸身
み

の回り
ま わ り

の介助
かいじょ

が必要
ひつよう

なお子
こ

さんは約
やく

6
６

割
わり

です。 

▸介助者
かいじょしゃ

は、親
おや

が最も
もっとも

多くなっています。 

▸介助者
かいじょしゃ

の年齢
ねんれい

は23
２ ３

歳
さい

以上
いじょう

64
６ ４

歳
さい

未満
み ま ん

が最も
もっとも

多く
お お く

なっています。 

▸介助
かいじょ

について心配
しんぱい

な点
てん

を伺った
うかがった

ところ、「心配
しんぱい

な点
てん

は特
と く

にない」が約
やく

4
４

割
わり

で最も
もっとも

多く
お お く

なっていま

す。 

 

13.5%

11.5%

96.9%

8.3%

5.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0%

１５歳未満

１５歳以上２３歳未満

２３歳以上６４歳未満

６５歳以上７４歳未満

７５歳以上

介助者の年齢〔介助を受けているとの回答者：96人 〕
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●「学ぶ必要を感じていない」「わからない」という回答は約 3割でした。 

●関わりを学ぶ場に参加する要件は、「土日祝日の開催」のほか「ウェブ会議システム（ZOOMなど）での開

催」や「開催時間が短い（1時間以内）こと」という回答も多くみられました。 

●その他の回答で多かったものは、開催する時間帯への要望でした。 

●子育てや発達の相談先は、療育施設のほか、ご家族、医療機関という回答があがりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家族
か ぞ く

に対する
た い す る

支援
し え ん

】 

▸子ども
こ ど も

との関わり
か か わ り

を学ぶ
ま な ぶ

場
ば

が必要
ひつよう

と考えて
かんがえて

いる方
かた

は約
やく

7
７

割
わり

です。 

▸学ぶ
ま な ぶ

場
ば

が必要
ひつよう

と考えて
かんがえて

いる人
ひと

のうち、実際
じっさい

に学ぶ
ま な ぶ

場
ば

に参加
さ ん か

したことのある方
かた

は約
やく

4
４

割
わり

です。 

▸学ぶ
ま な ぶ

場
ば

に参加
さ ん か

するために必要
ひつよう

な条件
じょうけん

として、最も
もっとも

多い
お お い

回答
かいとう

は「土日
ど に ち

祝日
しゅくじつ

の開催
かいさい

」です。 

▸子
こ

育て
そ だ て

や発達
はったつ

の相談先
そうだんさき

は、通所
つうしょ

している療育
りょういく

施設
し せ つ

という回答
かいとう

が最も
もっとも

多く
お お く

なりました。 

 

【新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の流行
りゅうこう

により起こった
お こ っ た

こと】 

▸新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の流行
りゅうこう

により起こった
お こ っ た

ことで最も
もっとも

多い
お お い

回答
かいとう

は、「子ども
こ ど も

が家族
か ぞ く

・親戚
しんせき

・友人
ゆうじん

などに会う
あ う

機会
き か い

が減った
へ っ た

」でした。 

▸代替
だいたい

支援
し え ん

の利用
り よ う

希望
き ぼ う

については、約
やく

7
７

割
わり

が「現在
げんざい

代替
だいたい

支援
し え ん

を受けて
う け て

おらず、今後
こ ん ご

も必要性
ひつようせい

は

低い
ひ く い

」と回答
かいとう

しました。 

 

3.1%

16.7%

2.1%

26.0%

9.4%

11.5%

38.5%

7.3%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

介助者が病気がちである

介助者に身体の衰えがある

介助者にも障がいがある

介助者が、仕事や学校を休む

ほか、遅刻・早退する必要がある

介助が理由で仕事や学校が続けられない

その他

心配な点は特にない

わからない

無回答

介助者について心配な点〔介助を受けているとの回答者：96人〕
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●新型コロナウイルスの流行により起こったこととして次に多かったものは「子どもの外出の頻度が少なくなっ

た」でした。 

●その他の回答では、子どもがマスクをつけられないという困りごとが多くみられました。 

●代替支援については、「支援を受けたことがあるがやめた」という回答や、預かりではないため保護者の負

担があるという回答がみられました。 

 

 

 

 

 

 

12.1%

17.2%

2.5%

33.8%

51.0%

19.7%

25.5%

11.5%

54.1%

8.3%

12.7%

12.1%

6.4%

12.7%

5.1%

8.3%

8.3%

4.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

子どもが不安を強く感じたり、いらいらした

子どもが検査やワクチンを受けるのに苦労した

家族が新型コロナウイルス感染症の情報を得るのに苦労した

子どもが日中を過ごす場所に困った

（通所先が閉鎖された等）

子どもの外出の頻度が少なくなった

子どもの治療やリハビリが中止や延期になった

子どもの福祉サービスの利用ができなかった／しづらくなった

家族が、介護の負担が増える等により

仕事や学校に行けなくなった

子どもが家族・親戚・友人などに会う機会が減った

家族とのいさかいが増えたり、居場所

がないと感じたりすることが増えた

他者がマスクしていると、子どもが顔

や会話がわかりにくく苦労していた

家族が経済的に苦しくなった

子どもの病状や行動障がいが悪化した

自粛のため相談や子どもの受診を取りやめた

子どもの発達を感じにくくなった

その他

困ったことなどは特にない

わからない

新型コロナウイルス感染症流行の影響による困りごと

〔回答者 障がい児：157人〕
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●療育を通い始めてからの年数では「7年以上」が２４．２％で、次に「1年目」が１７．２％となっています。 

●通っている療育施設の数は「市内 1か所のみ」は３８．２％、次いで「市内外合わせて 2か所以上」が２

９．３％です。 

●療育を受けようと思ったきっかけについては、「子育てをしていて、発達が心配になった」が６０．５％で最

も多く、次いで、「集団生活に不安があった」が４０．１％、「園や学校の先生から指摘があった」３６．９％と

なっています。 

●療育施設や行政に充実を求めることについては、「支援の専門性や質の向上」が５８％と最も多く、次い

で、「学習支援」４７．８％、「送り迎えや通園、通学の支援サービス」４２％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【療育
りょういく

について】 

▸療育
りょういく

に通い始めて
か よ い は じ め て

からの年数
ねんすう

は、「7
７

年
ねん

以上
いじょう

」が最も
もっとも

多く
お お く

なっています。 

▸通って
か よ っ て

いる療育
りょういく

施設
し せ つ

の数
かず

は、「市内
し な い

1
１

か所
か し ょ

のみ」が最も
もっとも

多く
お お く

なっています。 

▸療育
りょういく

にかかるお金
お か ね

は、ひと月
ひ と つ き

に「1
１

円
えん

以上
いじょう

5
５

千円
せんえん

未満
み ま ん

」が最も
もっとも

多く
お お く

なっています。 

▸療育
りょういく

を始める
は じ め る

きっかけで最も
もっとも

多い
お お い

ものは、「子
こ

育て
そ だ て

をしていて発達
はったつ

が心配
しんぱい

になった」という回答
かいとう

でした。 

▸療育
りょういく

施設
し せ つ

や市
し

に求める
も と め る

ことは、「支援
し え ん

の専門性
せんもんせい

や質
しつ

の向上
こうじょう

」でした。 

 

 

58.0%

33.1%

33.8%

32.5%

47.8%

30.6%

20.4%

25.5%

26.8%

30.6%

38.2%

27.4%

27.4%

42.0%

2.5%

3.8%

3.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

支援の専門性や質の向上

支援の頻度の充実（回数の増）

施設整備や教材の充実

子育てのアドバイス

学習支援

安全の確保、居場所づくり

イベントや余暇活動の充実

長時間の預かり

インクルーシブな地域社会の実現

情報のわかりやすさ

教育・保育と障害福祉の連携や情報共有

サービス利用手続きの簡略化

利用料の負担軽減

送り迎えや通園、通学の支援サービス

更なる充実を求めることは特にない

その他

無回答

療育施設や行政に求めること〔回答者 障がい児：157人〕
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

日中一時支援事業

短期入所（ショートステイ）

移動支援事業

障害児入所施設

障害児相談支援（計画相談支援）

児童発達

支援

放課後等

デイサー

ビス

保育所等

訪問支援

日中一時

支援事業

短期入所

（ショート

ステイ）

移動支援

事業

障害児入

所施設

障害児相

談支援

（計画相

談支援）

増やす予定 9.9%7.8%2.1%1.4%1.4%1.4%0.0%0.0%

変更しない予定 31.7%43.8%5.0%10.6%1.4%3.6%0.7%67.6%

減らす・やめる予定 12.7%5.2%3.6%2.8%0.0%0.0%1.4%3.4%

新たに利用予定 2.1%26.1%15.7%12.7%10.1%3.6%7.1%5.5%

今後も利用しない予定 43.7%17.0%73.6%72.5%87.1%91.4%90.7%23.4%

障害福祉サービス・地域生活支援事業の利用状況と今後3年間の利用予定

〔回答者 障がい児：139～153人〕

増やす予定 変更しない予定 減らす・やめる予定 新たに利用予定 今後も利用しない予定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●利用を希望しているが利用していないサービスは、「放課後等デイサービス」が２７％で最も多く、次いで、

「保育所等訪問支援」が２４．３％となっています。 

●利用希望があるが利用していないサービスがあると回答した方について、利用していない理由を伺いました。

最も多かったものは、「利用の基準に当てはまらず利用できないため」で３５．１％となっています。次いで、「サ

ービスがあることを知らなかったため」が２４．３％でした。 

  

【お子
お こ

さんのサービス
さ ー び す

利用
り よ う

状況
じょうきょう

と今後
こ ん ご

3
３

年
ねん

以内
い な い

の利用
り よ う

予定
よ て い

】
）

 

▸新た
あ ら た

に利用
り よ う

予定
よ て い

のサービス
さ ー び す

で多
おお

かったものは、「放課後
ほ う か ご

等
と う

デイサービス
で い さ ー び す

」です。  

▸増やす
ふ や す

予定
よ て い

で多かった
お お か っ た

ものは、「児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

」と「放課後
ほ う か ご

等
と う

デイサービス
で い さ ー び す

」です。  

▸利用
り よ う

を希望
き ぼ う

しているが利用
り よ う

していないサービス
さ ー び す

は、「放課後
ほ う か ご

等
と う

デイサービス
で い さ ー び す

」、「保育所
ほ い く じ ょ

等
と う

訪問
ほうもん

支援
し え ん

」という回答
かいとう

が多く
お お く

ありました。 

▸利用
り よ う

を希望
き ぼ う

しているが利用
り よ う

していない理由
り ゆ う

は、「利用
り よ う

の基準
きじゅん

に当
あ

てはまらず利用
り よ う

できないた

め」という回答
かいとう

が多く
お お く

ありました。 

▸今
こん

後
ご

3
３

年
ねん

以内
い な い

に利用
り よ う

したい障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

は「重症
じゅうしょう

心身
しんしん

障害児
しょうがいじ

を支援
し え ん

する児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

・放課後
ほ う か ご

等
と う

デイサービス
で い さ ー び す

」が最も
もっと  

多い
お お い

回答でした。 
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●現在受けている教育・保育・医療等では、「個別支援学級（小中学校において障がいの種別ごとに編成され

た、いわゆる特別支援学級）に通学」が最も多く、３２．５％となっています。次いで、「保育園・幼稚園・認定こ

ども園（いずれも加配保育士等あり）への在籍」が２３．６％でした。 

●その他の内容は、こども発達センターの利用が 5件、病院で薬のみ処方が 3件、病院でカウンセリングが

1件のほか、コミュニケーションに特化した私立の通信制高校や、発達障がいに配慮してくれる習い事という

回答がありました。 

 

 

 

 

 

 

●新たに利用したい 18歳以上から利用できるサービスには、「就労継続支援 A型・B型」が５２．６％と最

も 多く、次いで「共同生活援助（グループホーム）」が３８．９％となっています。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福祉タクシー事業

福祉カー（ゆうあい号）貸出

障害者施設等通所交通費助成

紙おむつの給付

福祉タクシー事業
福祉カー（ゆうあい号）

貸出

障害者施設等通所交

通費助成
紙おむつの給付

増やす予定 0.7%0.0%0.7%2.8%

変更しない予定 2.1%0.0%0.7%1.4%

減らす・やめる予定 4.2%1.4%7.0%1.4%

新たに利用予定 35.2%39.2%32.9%35.2%

今後も利用しない予定 57.7%59.4%58.7%59.2%

市の障害福祉サービスの利用状況と今後3年間の利用予定

〔回答者 障がい児：１４２～１４３人〕

増やす予定 変更しない予定 減らす・やめる予定 新たに利用予定 今後も利用しない予定

【現在
げんざい

受けて
う け て

いる教育
きょういく

・保育
ほ い く

・医療
いりょう

等
と う

】
）

 

▸「個別
こ べ つ

支援
し え ん

学級
がっきゅう

（小中学校
しょうちゅうがっこう

において障害
しょうがい

の種別
しゅべつ

ごとに編成
へんせい

された、いわゆる特別
とくべつ

支援
し え ん

学級
がっきゅう

）

に通学
つうがく

」との回答
かいとう

が最
もっと

も多
おお

く、約
やく

3
３

割
わり

でした。 

▸ 「その他
そ の た

」の回答
かいとう

で多かった
お お か っ た

ものは、こども発達
はったつ

センター
せ ん た ー

の利用
り よ う

、 病院
びょういん

（ 薬
くすり

の処方
しょほう

・

カウンセリング
か う ん せ り ん ぐ

）でした。 

 

【今
こん

後
ご

3
３

年間
ねんかん

で利用
り よ う

したい18
１ ８

歳
さい

以上
いじょう

から利用
り よ う

できるサービス
さ ー び す

】 

▸新た
あ ら た

に利用
り よ う

したい18
１ ８

歳
さい

以上
いじょう

から利用
り よ う

できるサービス
さ ー び す

では、「就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

A
Ａ

型
がた

・B
Ｂ

型
がた

」が最も
もっとも

多く
お お く

なっています。 
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④ 自由
じ ゆ う

記入欄
きにゅうらん

に寄せられた
よ せ ら れ た

意見
い け ん

（障
しょう

がい児
じ

） 

自由
じ ゆ う

記入欄
きにゅうらん

に寄せられた
よ せ ら れ た

ご意見
ご い け ん

では、療育
りょういく

支援
し え ん

の拡充
かくじゅう

・質
しつ

の向上
こうじょう

や放課後
ほ う か ご

等
と う

デイサービス
で い さ ー び す

の

受け入れ
う け い れ

体制
たいせい

の改善
かいぜん

・療育
りょういく

内容
ないよう

の充実
じゅうじつ

・職員
しょくいん

の専門性
せんもんせい

の向上
こうじょう

へのご要望
ご よ う ぼ う

がありました。 

保護者
ほ ご し ゃ

の就労
しゅうろう

支援
し え ん

や経済的
けいざいてき

支援
し え ん

のご要望
ご よ う ぼ う

では、子ども
こ ど も

の預け先
あず け さ き

の確保
か く ほ

や預かり
あ ず か り

時間
じ か ん

の延長
えんちょう

を

求める
も と め る

声
こえ

を多く
お お く

いただきました。また、子ども
こ ど も

の将来
しょうらい

や親
おや

なき後
あと

を心配
しんぱい

する声
こえ

があり、福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の拡充
かくじゅう

、特
と く

に就労
しゅうろう

支援
し え ん

・就労
しゅうろう

施設
し せ つ

の拡充
かくじゅう

や、グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

・施設
し せ つ

入所
にゅうしょ

・生活
せいかつ

介護
か い ご

等
など

、暮らし
く ら し

の場
ば

の拡充
かくじゅう

のご要望
ご よ う ぼ う

のほか、進学
しんがく

・就労
しゅうろう

に関する
か ん す る

情報
じょうほう

提供
ていきょう

の充実
じゅうじつ

を求める
も と め る

ご意見
ご い け ん

を多く
お お く

いただきまし

た。 

他
ほか

には、移動
い ど う

手段
しゅだん

・交通
こうつう

手段
しゅだん

の拡充
かくじゅう

や行政
ぎょうせい

手続き
て つ づ き

の改善
かいぜん

、制度
せ い ど

・システム
し す て む

の拡充
かくじゅう

のご要望
ご よ う ぼ う

もあ

りました。また、事業所
じぎ ょ うし ょ

に関する
か ん す る

情報
じょうほう

提供
ていきょう

の充実
じゅうじつ

や発達
はったつ

に関する
か ん す る

相談先
そうだんさき

の充実
じゅうじつ

へのご意見
ご い け ん

を多く
お お く

いただきました。 

地域
ち い き

・社会
しゃかい

全体
ぜんたい

の環境
かんきょう

整備
せ い び

等
など

に関する
か ん す る

ご意見
ご い け ん

の中
なか

には、子ども
こ ど も

同士
ど う し

・親
おや

同士
ど う し

のつながりを

求める
も と め る

声
こえ

や、ご家族
ご か ぞ く

・学校
がっこう

・幼稚園
よ う ち え ん

など、地域
ち い き

に向けた
む け た

、発達障
はったつしょう

がいについての理解
り か い

促進
そくしん

・啓発
けいはつ

の

ご要望
ご よ う ぼ う

がありました。 

 

 

 

 

 

21.1%

38.9%

21.1%

52.6%

5.6%

33.3%

68.4%

38.9%

31.6%

26.3%

72.2%

44.4%

10.5%

22.2%

47.4%

21.1%

22.2%

22.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活介護

共同生活援助（グループホーム）

就労移行支援

就労継続支援A型・B型

施設入所支援

地域活動支援センター

18歳以上で利用したい障害福祉サービス〔回答者 障がい児：１８～１９人〕

新たに利用したい 利用希望なし わからない
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【自由記入回答でいただいた意見（分類）】 

大分類 中分類 件数 

療育支援の拡充・質の向上等 

療育施設の拡充 2 

専門職の増員 1 

支給量増加の要件緩和 2 

放課後等デイサービスの拡充 

人員・環境の改善 2 

受入れ体制の改善 3 

サービスの利便性向上 2 

専門性向上・内容の充実 ５ 

保護者の就労支援 

放課後等デイサービスの開所時間延長 3 

保育園入園支援 1 

預け先の確保 1 

レスパイト・仕事・職業訓練時間の確保 2 

経済的支援 

身体障害にかかる消耗品購入への助成 1 

移動支援への助成 1 

通所給付の拡充 1 

その他助成金 1 

福祉サービスの拡充 

就労支援・就労施設の拡充 4 

学びの場・遊び場・居場所づくり 2 

グループホーム・施設入所・生活介護等、暮らしの場の拡充 5 

短期入所等の拡充 2 

移動手段・交通手段の拡充 

小学校への送迎 1 

循環バスの充実 1 

移動支援の拡充 2 

相談窓口・情報提供等の充実 

進学・就労に関する情報提供の充実 5 

事業所に関する情報提供の充実 4 

発達に関する相談先の充実 5 

療育を受けるまでの流れの明確化 3 

制度・サービスの説明 2 

行政手続きの改善 
手続きの簡略化 2 

窓口対応の改善 2 

制度・システムの拡充 

情報共有システムの稼働 1 

通級指導教室制度の導入 1 

所得によらない公平な支援 1 

学童保育の優先利用 1 

学校支援員の確保 1 

事業所運営の改善 2 
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大分類 中分類 件数 

地域・社会全体の環境整備等 

道路の整備 1 

発達障がいについての理解促進・啓発 3 

地域のつながり・交流の場 2 

共生社会へのシフト 1 

現状について 2 

その他 3 

 

 

（2） 団体等ヒアリング調査 

本計画の策定に先立って、市内の障がい者関係団体及び障害福祉サービス事業者を対象にヒ

アリング調査を実施しました。調査の概要は次のとおりです。 

 

◇調査の目的 

第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画の策定に当たり、障害福祉サービスの利用の状

況やご意見など、アンケート調査では取得しにくい定性的な情報を収集すること 

  

◇調査実施概要 

区 

分 
障がい者関係団体 

障害福祉サービス等 

事業者 

対
象
者 

白井市視

覚障害者

白井あゆみ

の会 

白 井 市 身

体 障 害 者

友の会「に

こにこ」 

白 井 市 聴

覚 障 害 者

協会（友の

会） 

いちごの会 

白井市手を

つなぐ育成

会 

しらゆりの

会 

居宅介護・

同行援護・

行動援護・

移動支援・

生活介護・

相談支援事

業所 

就労移行支

援・就労継

続支援・ 

児童発達支

援・放課後

等デイサービ

ス 

実
施
日 

R５.2.22 R５.2.7 R５.2.10 R５.2.22 R５.2.10 R５.2.10 R5.1.18 R5.1.19 

出
席
数 

5名 
+ 

ヘルパー
5名 

1名 

1名 
+ 

通訳者 
1名 

2名 4名 2名 11か所 11か所 

方
法 団体別の個別ヒアリング 

グループワーク形式に

よるヒアリング 

実
施 

場
所 白井市保健福祉センター 
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① 障害
しょうがい

福祉
ふ く し

団体
だんたい

からのヒアリング
ひ あ り ん ぐ

結果
け っ か

（主
おも

な意見
い け ん

の概要
がいよう

） 

１ 活動
かつどう

目的
もくてき

や最近
さいきん

の活動
かつどう

状況
じょうきょう

、 日常
にちじょう

の団体
だんたい

活動
かつどう

における困り
こ ま り

ごとや課題
か だ い

等
と う

 

 

 ●新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の影響
えいきょう

で、活動
かつどう

を自粛
じしゅく

したという団体
だんたい

が多く
お お く

見られました
み ら れ ま し た

。 

  そのような中でも、他
ほか

団体
だんたい

との交流
こうりゅう

や講座
こ う ざ

等
とう

への参加
さ ん か

などの活動
かつどう

を継続
けいぞく

しています。 

 ●会員
かいいん

が高齢化
こうれいか

している、新規
し ん き

の加入者
かにゅうしゃ

が少ない
す く な い

という団体
だんたい

もありました。 

 

2 要望
ようぼう

や苦情
くじょう

の多い
お お い

サービス
さ ー び す

・貴
き

団体
だんたい

が特
とく

に重要
じゅうよう

と考える
かんがえる

サービ
さ ー び

ス
す

 

 

以下
い か

のサービス
さ ー び す

について、拡充
かくじゅう

が必要
ひつよう

との声
こえ

がありました。 

●福祉
ふ く し

タクシー券
た く し ー け ん

の枚数
まいすう

を増やして
ふ や し て

ほしい。 

●介護
か い ご

保険
ほ け ん

サービス
さ ー び す

が優先
ゆうせん

されると、十分
じゅうぶん

な回数
かいすう

のサービス
さ ー び す

が受けられない
う け ら れ な い

。 

●子ども
こ ど も

のサービス
さ ー び す

については、軽度者
けいどしゃ

の放課後
ほ う か ご

等
とう

デイサービス
で い さ ー び す

の利用
り よ う

が多く
お お く

、定員
ていいん

超過
ちょうか

  

により受け入れて
う け い れ て

もらえない、利用
り よ う

できず日数
にっすう

が少ない
す く な い

、事業所
じぎょうしょ

の質
しつ

を確保
か く ほ

すること 

が重要
じゅうよう

。 

●相談
そうだん

支援
し え ん

専門員
せんもんいん

が不足
ふ そ く

しているのではないか。 

●軽度
け い ど

から重度
じゅうど

の方
かた

まで対応
たいおう

できる、グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

や短期
た ん き

入所
にゅうしょ

が不足
ふ そ く

している。 

●訪問
ほうもん

系
けい

のサービス
さ ー び す

を充実
じゅうじつ

強化
きょうか

してほしい。 

 

３ 今後
こ ん ご

、利用
り よ う

希望
き ぼ う

が増える
ふ え る

と見込まれる
み こ ま れ る

サービス
さ ー び す

 

 

以下
い か

のサービス
さ ー び す

について、今後
こ ん ご

利用
り よ う

希望
き ぼ う

が増える
ふ え る

のではないかという意見
い け ん

がありました。 

●同行
どうこう

援護
え ん ご

、地域
ち い き

生活
せいかつ

支援
し え ん

事業
じぎょう

 

●歩行
ほ こ う

訓練
くんれん

などができるサービス
さ ー び す

 

●生活
せいかつ

介護
か い ご

から就労
しゅうろう

移行
い こ う

支援
し え ん

までの、学校
がっこう

卒業後
そつぎょうご

のサービス
さ ー び す

全般
ぜんぱん

 

●不登校児向け
ふ と う こ う じ む け

の訪問型
ほうもんがた

支援
し え ん

（ご家族
ご か ぞ く

への支援
し え ん

も含む
ふ く む

） 

●グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

、短期
た ん き

入所
にゅうしょ

、通院
つういん

等
とう

介助
かいじょ

 

●訪問
ほうもん

系
けい

サービス
さ ー び す
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４ サービス
さ ー び す

を利用
り よ う

しやすくするための方法
ほうほう

 

 

●視覚
し か く

障
しょう

がいの特性
とくせい

を理解
り か い

するために、市
し

職員
しょくいん

の疑
ぎ

似
じ

体験
たいけん

や市民
し み ん

啓発
けいはつ

が重要
じゅうよう

という

意見
い け ん

がありました。 

●聴 覚 障
ちょうかくしょう

がい者
しゃ

については、サークル
さ ー く る

や市
し

の協 力
きょうりょく

が重要
じゅうよう

という意見
い け ん

がありました。 

●お子
こ

さんについては、放課後
ほ う か ご

等
とう

デイサービス
で い さ ー び す

と学校
がっこう

の連携
れんけい

、その他
そ の た

関係
かんけい

機関
き か ん

の連携
れんけい

、

情報
じょうほう

共有
きょうゆう

システム
し す て む

に関する
か ん す る

保護者
ほ ご し ゃ

への啓発
けいはつ

などが効果的
こうかてき

であるという意見
い け ん

でした。 

●障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の内容
ないよう

や障害
しょうがい

年金
ねんきん

などについての市
し

からの周知
しゅうち

・告知
こ く ち

方法
ほうほう

の工夫
く ふ う

、

一元的
いちげんてき

に情報
じょうほう

を受け取りやすい
う け と り や す い

仕組みづくり
し く み づ く り

など、分かりやすく
わ か り や す く

情報
じょうほう

を伝える
つ た え る

こと

が重要
じゅうよう

との意見
い け ん

が複数
ふくすう

ありました。 

 
 

5 新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の蔓延
まんえん

による団体
だんたい

や会員
かいいん

への影響
えいきょう

 

 

●多く
お お く

の団体
だんたい

において、新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

のために会員
かいいん

が集まる
あ つ ま る

ことができませんで

した。また、情報
じょうほう

が入らず困った
こ ま っ た

という意見
い け ん

もありました。 

●学校
がっこう

や事業所
じぎょうしょ

が閉鎖
へ い さ

になり、日常
にちじょう

のリズム
り ず む

が崩れて
く ず れ て

不安定
ふあんてい

になったという声
こえ

が複数
ふくすう

ありました。また、家族
か ぞ く

も疲れ
つ か れ

たという声もありました。 

●当事者
とうじしゃ

のひきこもり傾向
けいこう

が強まった
つ よ ま っ た

ほか、不登校
ふとうこう

が増えた
ふ え た

のではないかという意見
い け ん

も

ありました。 
 

 

6 市
し

の相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

・基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

の設置
せ っ ち

についての意見
い け ん

等
とう

 

 

●視覚障
しかくしょう

がい者
しゃ

・聴 覚 障
ちょうかくしょう

がい者
しゃ

が相談
そうだん

できる場所
ば し ょ

や通訳
つうやく

の確保
か く ほ

を望む
の ぞ む

声
こえ

がありました。 

●基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

の場
ば

所
しょ

については、目立つ
め だ つ

ところに設置
せ っ ち

してほしい。気軽
き が る

に 

立ち寄れる
た ち よ れ る

相談
そうだん

場所
ば し ょ

であってほしい。市
し

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

センター
せ ん た ー

の1
１

階
かい

にあると良い
よ い

という 

意見
い け ん

がありました。 

●また、基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

ができることで、相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

の連携
れんけい

の幅
はば

が広がり
ひ ろ が り

、 

関係機
かんけいき

関
かん

の情報
じょうほう

共有化
きょうゆうか

のハブ
は ぶ

となってほしい。福祉
ふ く し

・民間
みんかん

ともにつながる場所
ば し ょ

であ 

ってほしいとの意見
い け ん

がありました。 

●相談
そうだん

日
び

など、広報
こうほう

しろいに掲載
けいさい

するなど、周知
しゅうち

が重要
じゅうよう

との声
こえ

がありました。 
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７ その他
た

（一部
い ち ぶ

抜粋
ばっすい

） 

 

その他
    ほか

に、以下
い か

のようなご意見
ご い け ん

がありました。 

●視覚障
しかくしょう

がい者向け
し ゃ む け

の音響
おんきょう

信号
しんごう

や点字
て ん じ

ブロック
ぶ ろ っ く

の改善
かいぜん

、設置
せ っ ち

する際
さい

に当事者
とうじしゃ

の意見
い け ん

を

聴いて
き い て

ほしい。 

●視覚障
しかくしょう

がい者
しゃ

も参加
さ ん か

しやすい講座
こ う ざ

を工夫
く ふ う

してほしい。 

●歩道
ほ ど う

や公共
こうきょう

施設
し せ つ

等
とう

の滑りやすさ
す べ り や す さ

を改善
かいぜん

してほしい。 

●母子
ぼ し

保健
ほ け ん

、福祉
ふ く し

、教育
きょういく

分野
ぶ ん や

のそれぞれに何度
な ん ど

も説明
せつめい

を要する
よ う す る

ので、情報
じょうほう

共有
きょうゆう

を

進めて
す す め て

ほしい。 

●保育士
ほ い く し

、幼稚園
ようちえん

教諭
きょうゆ

、小学校
しょうがっこう

の先生
せんせい

などに、発達障
はったつしょう

がいの研修
けんしゅう

を行って
おこなって

ほしい。 

●親
おや

同士
ど う し

の交流
こうりゅう

が重要
じゅうよう

であり、こども発達
はったつ

センター
せ ん た ー

の集まり
あ つ ま り

を充実
じゅうじつ

してほしい。 

●障
しょう

がい者
しゃ

に配慮
はいりょ

した災害
さいがい

時
じ

の支援
し え ん

体制
たいせい

を整備
せ い び

してほしい。災害
さいがい

時
じ

、薬
くすり

の受け渡し
う け わ た し

が

円滑
えんかつ

に行える
おこなえる

ようにしてほしい。 

●自助
じ じ ょ

活動
かつどう

、家族
か ぞ く

講座
こ う ざ

など家族
か ぞ く

への支援
し え ん

を進めて
す す め て

ほしい。 

 

 

② 障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス事
さ ー び す じ

業者
ぎょうしゃ

からのヒアリング
ひ あ り ん ぐ

結果
け っ か

（主
おも

な意見
い け ん

の概要
がいよう

） 

１ サービス
さ ー び す

利用者
りようしゃ

から特
とく

に多く
お お く

上げられる
あ げ ら れ る

要望
ようぼう

や苦情
くじょう

 

 

主
おも

に、以下
い か

のような要望
ようぼう

があります。 

●移動
い ど う

支援
し え ん

や通院
つういん

介助
かいじょ

、送迎
そうげい

、入浴
にゅうよく

サービス
さ ー び す

、医療的
いりょうてき

ケア
け あ

、運動
うんどう

プログラム
ぷ ろ ぐ ら む

、障
しょう

がい

児
じ

の個別
こ べ つ

療育
りょういく

を利用
り よ う

したい。 

●福祉サービスを長時間
ちょうじかん

利用
り よ う

したい、サービス
さ ー び す

の日
ひ

や曜日
よ う び

を変えて
か え て

ほしい
ほ し い

、回数
かいすう

を

増やしたい
ふ や し た い

。 

●担当
たんとう

の職員
しょくいん

を固定化
こ て い か

してほしい、職員
しょくいん

を変更
へんこう

してほしい、専門
せんもん

職
しょく

を配置
は い ち

してほしい。 

●サービス
さ ー び す

を利用
り よ う

する際
さい

の手続き
て つ づ き

を簡単
かんたん

にしてほしい。 

●新型
しんがた

コロナウイルス
こ ろ な う い る す

の感染
かんせん

予防
よ ぼ う

や、道路
ど う ろ

・災害
さいがい

時
じ

避難
ひ な ん

のバリアフリー化
ば り あ ふ り ー か

など 
 
 

2 利用者
りようしゃ

にとって必要性
ひつようせい

が高い
た か い

のに、供 給
きょうきゅう

（利用
り よ う

できる地域
ち い き

のサービス
さ ー び す

の量
りょう

）の不足
ぶ そ く

や利用
り よ う

条件
じょうけん

の不一致
ふ い っ ち

により利用
り よ う

ができないサービス
さ ー び す

 

 

●次
つぎ

のサービス
さ ー び す

は、白井
し ろ い

市内
し な い

に事業所
じぎょうしょ

が少ない
す く な い

という意見
い け ん

がありました。 

グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

（身体
しんたい

・精神
せいしん

・重心
じゅうしん

・行動障
こうどうしょう

がいなど）、地域
ち い き

活動
かつどう

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

、

生活
せいかつ

介護
か い ご

（精神障
せいしんしょう

がい対応
たいおう

）、就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

A
Ａ

・B
Ｂ

型
がた

、日中
にっちゅう

一時
い ち じ

支援
し え ん

、居宅
きょたく

介護
か い ご

、
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障害児通所
しょうがいじつうしょ

支援
し え ん

（身体
しんたい

・医療的
いりょうてき

ケア児
け あ じ

・行動障
こうどうしょう

がい等
など

）、短期
た ん き

入所
にゅうしょ

（医療的
いりょうてき

ケア
け あ

・

障
しょう

がい児
じ

）、移動
い ど う

支援
し え ん

・行動
こうどう

援護
え ん ご

・同行
どうこう

援護
え ん ご

 

 ●居宅
きょたく

介護
か い ご

などのサービス
さ ー び す

は、職員
しょくいん

が少ない
す く な い

時間帯
じかんたい

・性別
せいべつ

・医療的
いりょうてき

ケア
け あ

など個別
こ べ つ

のニーズ
に ー ず

に、対応
たいおう

が難しい
むずかしい

、また、行動
こうどう

援護
え ん ご

、移動
い ど う

支援
し え ん

、障害児通所
しょうがいじつうしょ

の専門
せんもん

職
しょく

による療育
りょういく

、

医療的
いりょうてき

ケア児
け あ じ

・重心児
じゅうしんじ

支援
し え ん

に従事
じゅうじ

する職員
しょくいん

が少ない
す く な い

との意見
い け ん

がありました。 

 ●病
びょう

院内
いんない

の介助
かいじょ

、行動
こうどう

援護
え ん ご

、移動
い ど う

支援
し え ん

、短期
た ん き

入所
にゅうしょ

、支給
しきゅう

決定量
けっていりょう

について、利用
り よ う

条件
じょうけん

が

合わず
あ わ ず

、希望
き ぼ う

するサービス
さ ー び す

が受けられて
う け ら れ て

いない場合
ば あ い

があるとの意見
い け ん

がありました。 

 ●その他
そ の た

、送迎
そうげい

の希望
き ぼ う

、ピアサポート
ぴ あ さ ぽ ー と

の場
ば

や精神科
せいしんか

医療
いりょう

機関
き か ん

が不足
ふ そ く

しているなど 

 
 

３ 今後
こ ん ご

、需要
じゅよう

（皆
みな

さんが利用
り よ う

を希望
き ぼ う

する量
りょう

）・供 給
きょうきゅう

（利用
り よ う

できる地域
ち い き

のサービス
さ ー び す

の量
りょう

）

の状 況
じょうきょう

に著しい
いちじるしい

変化
へ ん か

が生じる
しょうじる

と思われる
お も わ れ る

サービス
さ ー び す

 

 

●需要
じゅよう

が増える
ふ え る

と見込まれる
み こ ま れ る

サービス
さ ー び す

として、以下
い か

の内容
ないよう

がありました。 

指定
し て い

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

･･･グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

（重度者
じゅうどしゃ

・行動障
こうどうしょう

がい・精神障
せいしんしょう

がい・他）  

短期
た ん き

入所
にゅうしょ

（緊急
きんきゅう

時
じ

対応
たいおう

） 
）  

地域
ち い き

移行
い こ う

・一般
いっぱん

就労
しゅうろう

への移行
い こ う

 移動
い ど う

支援
し え ん

・行動
こうどう

援護
え ん ご

  

生活
せいかつ

介護
か い ご

 居宅
きょたく

介護
か い ご

・重度
じゅうど

訪問
ほうもん

介護
か い ご

 医療的
いりょうてき

ケア
け あ

・重 症
じゅうしょう

心
しん

身障
しんしょう

がい者
しゃ

への居宅
きょたく

介護
か い ご

・移動
い ど う

支援
し え ん

・通院
つういん

等
とう

介助
かいじょ

   

障害児通所
しょうがいじつうしょ

支援
し え ん

･･･障害児通所
しょうがいじつうしょ

・入所
にゅうしょ

（重度者
じゅうどしゃ

） 軽度
け い ど

・グレーゾーン
ぐ れ ー ぞ ー ん

の児童
じ ど う

の増加
ぞ う か

 

地域
ち い き

生活
せいかつ

支援
し え ん

事業
じぎょう

･･･地域
ち い き

活動
かつどう

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

   日中
にっちゅう

一時
い ち じ

支援
し え ん

   外出
がいしゅつ

支援
し え ん

 

その他
そ の た

･
・

･
・

･
・

高齢者
こうれいしゃ

の介護
か い ご

サービス
さ ー び す

への移行
い こ う

 成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

 ダイバーシティ
だ い ば ー し て ぃ

就労
しゅうろう

  

ひきこもりの方
かた

や不登校児
ふ と う こ う じ

への支援
し え ん

  

●供 給
きょうきゅう

（事業所
じぎょうしょ

）が増える
ふ え る

と見込まれる
み こ ま れ る

サービス
さ ー び す

として、以下
い か

の内容
ないよう

がありました。 

グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

（軽度者向け
け い ど し ゃ む け

） 障害児通所
しょうがいじつうしょ

支援
し え ん

給付
きゅうふ

 

 
   

４ サービス
さ ー び す

提供事
ていきょうじ

業者
ぎょうしゃ

、相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

、行政
ぎょうせい

、他
た

機関
き か ん

との連携
れんけい

に支障
ししょう

が生じる
しょうじる

とき 

 

●関係
かんけい

機関
き か ん

との連携
れんけい

の支障
ししょう

として、サービス
さ ー び す

担当者
たんとうしゃ

会議
か い ぎ

が実施
じ っ し

されていないこと、相談
そうだん

支援
し え ん

専門員
せんもんいん

と事業所
じぎょうしょ

の連携
れんけい

が難しい
むずかしい

こと、学校
がっこう

との連携
れんけい

が難しい
むずかしい

ことなどがあげられ

ました。 

●行政
ぎょうせい

との連携
れんけい

の支障
ししょう

として、サービス
さ ー び す

等
とう

の決定
けってい

が遅い
お そ い

ことなどがあげられました。 

●書類
しょるい

が多い
お お い

こと、多忙
た ぼ う

であることなども、連携
れんけい

を難しく
むずかしく

する要因
よういん

としてあがりました。 

●その他
そ の た

、地理的
ち り て き

に、公共
こうきょう

交通
こうつう

機関
き か ん

での訪問
ほうもん

がしにくいなどの声
こえ

がありました。 
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5 現在
げんざい

、事業所
じぎょうしょ

運営上
うんえいじょう

の最大
さいだい

の課題
か だ い

 

●人材
じんざい

不足
ぶ そ く

という意見
い け ん

が多数
た す う

ありました。具体的
ぐたいてき

には、人材
じんざい

が少ない
す く な い

、高齢化
こうれいか

、専門
せんもん

 

 職
しょく

が不足
ふ そ く

、人材
じんざい

不足
ぶ そ く

により業務量
ぎょうむりょう

が増加
ぞ う か

している、資質
し し つ

の向上
こうじょう

が必要
ひつよう

などです。 

●関係
かんけい

機関
き か ん

が遠方
えんぽう

である、送迎
そうげい

が困難
こんなん

など、地理的
ち り て き

な課題
か だ い

もあげられました。 

●業務量
ぎょうむりょう

が多い
お お い

、利用者
りようしゃ

が少ない
す く な い

、給付費
きゅうふひ

が低い
ひ く い

などの課題
か だ い

もあげられました。 

 
 

6 新型
しんがた

コロナ
こ ろ な

ウイルス
う い る す

の蔓延
まんえん

による利用者
りようしゃ

や事
じ

業者
ぎょうしゃ

への影響
えいきょう

 

 

●利用者
りようしゃ

の困難
こんなん

として、精神的
せいしんてき

な不安
ふ あ ん

、サービス
さ ー び す

の利用
り よ う

控え
ひ か え

、工賃
こうちん

減少
げんしょう

、心身
しんしん

の機能
き の う

低下
て い か

、

社会
しゃかい

参加
さ ん か

・交流
こうりゅう

の減少
げんしょう

、虐待
ぎゃくたい

リスクの上昇があげられました。 

●ヘルパー
へ る ぱ ー

の派遣
は け ん

や面談
めんだん

が困難
こんなん

、複数
ふくすう

の事業所
じぎょうしょ

が利用
り よ う

できない、感染
かんせん

等
とう

によるサービス
さ ー び す

提供
ていきょう

の不足
ふ そ く

、アセスメント
あ せ す め ん と

の困難さ
こんなんさ

など、サービス
さ ー び す

提供
ていきょう

にも支障
ししょう

がある状 況
じょうきょう

です。 

●感染
かんせん

による報酬減
ほうしゅうげん

や利用者
りようしゃ

の減
げん

による事業所
じぎょうしょ

の経営
けいえい

への悪
あく

影響
えいきょう

もあります。 

●サービス
さ ー び す

提供者
ていきょうしゃ

の精神的
せいしんてき

負担
ふ た ん

や、非日常
ひにちじょう

業務
ぎょうむ

の増加
ぞ う か

・感染
かんせん

予防
よ ぼ う

対応
たいおう

など、事
じ

業者
ぎょうしゃ

の 

負担
ふ た ん

も増え
ふ え

、行政
ぎょうせい

の支援
し え ん

の必要性
ひつようせい

の訴え
うったえ

がありました。 

 

7 市
し

の相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

・基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

の設置
せ っ ち

についての意見
い け ん

等
とう

 

 

●基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

については、相談
そうだん

支援
し え ん

専門員
せんもんいん

への「スーパービジョン
す ー ぱ ー び じ ょ ん

」や、  

地域
ち い き

移行
い こ う

支援
し え ん

・地域
ち い き

定着
ていちゃく

支援
し え ん

、地域
ち い き

の福祉
ふ く し

育成
いくせい

の必要性
ひつようせい

などから、必要性
ひつようせい

が高い
た か い

と

の意見
い け ん

がありました。 

●相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

として、情報
じょうほう

提供
ていきょう

・情報
じょうほう

共有
きょうゆう

の充実
じゅうじつ

を望む
の ぞ む

声
こえ

、事業所
じぎょうしょ

の周知
しゅうち

を 

行って
おこなって

ほしい、相談
そうだん

窓口
まどぐち

を周知
しゅうち

するべきという意見
い け ん

がありました。 

●その他
そ の た

、適切
てきせつ

なサービス
さ ー び す

提供
ていきょう

のための支援
し え ん

として、セルフプラン
せ る ふ ぷ ら ん

の解消
かいしょう

に努めて
つ と め て

 

ほしい
ほ し い

、サービス
さ ー び す

利用
り よ う

中止後
ちゅうしご

のフォロー
ふ ぉ ろ ー

や、セルフプラン者
せ る ふ ぷ ら ん し ゃ

について市
し

による 

アセスメント
あ せ す め ん と

を行って
おこなって

ほしい、自立
じ り つ

支援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

等
など

の活性化
かっせいか

等
とう

の意見
い け ん

がありました。 

 
 

8 市
し

の障害
しょうがい

福祉
ふ く し

計画
けいかく

又
また

は障
しょう

がい福祉
ふ く し

行政
ぎょうせい

全般
ぜんぱん

に対する
た い す る

意見
い け ん

等
とう

 
 

●市
し

の施策
せ さ く

・取り組み
と り く み

への要望
ようぼう

として、支給
しきゅう

基準
きじゅん

日数
にっすう

・決定
けってい

の迅速さ
じんそくさ

を求める
も と め る

声
こえ

、書類
しょるい

作成
さくせい

の簡略化
かんりゃくか

、事業所
じぎょうしょ

の理解
り か い

、日中
にっちゅう

一時
い ち じ

支援
し え ん

事業
じぎょう

設置
せ っ ち

基準
きじゅん

の策定
さくてい

、強度
きょうど

行動
こうどう

障がい
しょうがい

・

重 症
じゅうしょう

心身
しんしん

障がい
しょうがい

・医療的
いりょうてき

ケア者
け あ し ゃ

を受け入れる
う け い れ る

ための支援
し え ん

、人材
じんざい

育成
いくせい

の必要性
ひつようせい

、研修
けんしゅう

の実施
じ っ し

などがありました。 

●その他
そ の た

、インクルーシブ
い ん く る ー し ぶ

教育
きょういく

の推進
すいしん

や障害
しょうがい

福祉
ふ く し

教育
きょういく

の充実
じゅうじつ

等
とう

の必要性
ひつようせい

などが指摘
し て き

されました。  
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（3） 意見・要望等への対応について 

アンケート調査及びヒアリング調査でいただいたご意見について 

●希望する暮らしを実現するために必要な支援として、「日々の相談に乗ってくれる人の存在」の

要望が多かったこと、障害福祉団体や障害福祉サービス等の事業所から、相談支援の充実を

求める意見が寄せられたことを踏まえ、障がい児者の相談支援体制の強化に取り組みます。 

●今後、3 年以内の暮らしの希望や、自由記述において、共同生活援助（グループホーム）の希望

が多かったことを踏まえ、新たな事業者の参入等の促進を図り、ニーズに合わせたサービス提

供量の確保に努めます。 

●介助者が高齢になり、身体の衰えが心配されるほか、２３歳未満の若年層の介助者がいること

が分かりました。障害福祉サービス・障害児通所支援給付の充実を図ることにより、介助者の支

援を行うとともに、介護家族の相談を受ける機能の充実、交流の場の確保等に努めます。 

●外出の際の移動支援については、「困っていることは特にない」との回答が最も多かったものの、

心身の障がいや病状のため電車・バスなどへの乗車が困難、移動にかかる費用が高い、療育

施設や通院先の病院に送迎がないという回答も比較的多かったほか、公共交通の不便さ等に

ついて意見が寄せられました。外出支援・移動支援に対応するサービスが円滑に利用できるよ

う、提供量の確保に努めます。 

●アンケート・ヒアリングの結果によると、新型コロナウイルス感染症の拡大により、障がい児者とも

に、交流や外出の機会が減少しており、これらの影響によって、心身の機能が低下している可能

性があります。また、日中活動の場の充実を求める意見も複数寄せられました。以上を踏まえ、

障がい者の交流・活動の場の確保・居場所の充実に努めてまいります。 

●障害児通所支援等を利用している世帯において、施設や行政に求めることとして最も多かった

意見は「支援の専門性や質の向上」でした。児童発達支援や放課後等デイサービスの事業所

において、支援の質の向上が図られるよう、取り組んでまいります。 

●障害福祉サービスの複雑さ等もあり、アンケート、ヒアリングともに情報提供の充実を求める声

が数多くみられました。また、関係機関同士も情報連携の充実を求める意見もいただきました。

障がいの特性に応じた分かりやすい情報発信、相談先の周知徹底に努めるとともに、情報連携

の充実を図ってまいります。 

 

今回の調査でいただいたご意見、ご要望につきましては、本計画第 4 章の「計画の内容（各サ

ービスの見込み量等）」に反映させていただき、市や事業者の努力によって改善が望める問題点

については、今後の運用において改善に努め、年度ごとに達成状況等を公表させていただきます。 
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第 3章  計画の基本的な考え方 
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障がいのある人もない人も人格と個性が尊重され、 

ともに生き、ともに参加する地域づくり 

 

1 計画の目標像 

 

本市では、障がい福祉に関する基本的施策を定める『白井市障害者計画 2016-2025』にお

いて、これからの障がい福祉における、市民・地域・市等の共通の目標像を次のとおり定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

障害者基本法では、「全ての国民が、障がいの有無によって分け隔られることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」を大きな目標の一つに掲げています。 

『白井市障害者計画 2016-2025』の前身計画である『白井市障害福祉プラン』においても、

「障がいのある人もない人も、一人の市民としてともに参加するまちづくり」を基本理念としてきまし

た。 

また、白井市第 2次地域福祉計画では、第 5次総合計画の基本理念である「安心」、「健康」、

「快適」を踏まえ、めざす姿を「ふれあい、育みあい、助けあい、ともに生きるまち」と定めています。 

これらのことを踏まえ、 本計画においても、この目標像の実現をめざして、障害福祉サービス等

及び障害児通所支援等の提供体制の確保を推進していくものとします。 
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2 計画の基本方針 

                                                                           

前節に掲げた目標像の実現をめざし、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体

制の確保を推進していくうえでの基本的な方針として、国の基本的理念及び白井市第 6 期障害

福祉計画及び第 2期障害児福祉計画の基本的考え方との整合を図ったうえで、次の 7点を基本

方針として設定します。 

（1）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障がいのある人等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障がい

のある人等が、障害福祉サービスやその他の支援を受けつつ自立と社会参加の実現を図っ

ていくことを基本として、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の整備を進

めます。 

 

（2）障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

障害福祉サービスの対象となる人の範囲を、「身体障がい者、知的障がい者、精神障がい 

者、難病患者等であって 18歳以上の人」と「障がい児」として、サービスの充実を図ります。 

また、発達障がい者、高次脳機能障がい者及び難病患者については、引き続き、障害者総

合支援法に基づく給付対象となっていることの周知を図り、サービスの利用を促します。 

 

（3）入所等から地域への移行、継続及び就労等の課題に対応したサービス提供体制の整備 

障がいのある人等の自立支援の観点から、福祉施設や病院への入所・入院から地域生活

への移行、地域生活の継続及び就労等の課題に対応したサービス提供の体制を整え、障が

いのある人等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域生活支援の拠点づく

りなど、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。 

また、地域生活支援拠点等の整備・運営に当たっては、地域生活支援拠点と基幹相談支

援センターのそれぞれの役割を踏まえた効果的な連携を確保します。 

 

（4）地域共生社会の実現に向けた取り組み 

    市民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高

めあうことができる地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりや地域の実情に応じた柔軟なサ

ービスの確保、専門的な支援を必要とする人(医療的ケアを必要とする障がい児等)のための包

括的な支援体制の構築について、白井市地域福祉計画と連携しながら、進めていきます。 
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（5）障がい児の健やかな育成のための発達支援 

    障がい種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を

図ります。また、障がい児のライフステージに沿って、切れ目のない一貫した支援を提供する体制

の構築を図ります。さらに、障がい児が保育、教育等の支援を受けられるようにすることで、障が

いの有無にかかわらず、すべての児童がともに成長できるよう地域社会への参加や包容（インク

ルージョン）を進めます。 

 

（6）障がい福祉人材の確保・定着 

    障がい者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福祉サービ

ス等を提供し、様々な障害福祉に関する事業を実施していくために、提供体制の確保と併せてそ

れを担う人材の確保・定着を図るため、職場環境の整備や ICT の活用等による事務負担の軽

減、業務の効率化を支援します。 

 

（7）障がい者の社会参加を支える取組定着 

    障がい者の地域における社会参加を促進するためには、障がい者の多様なニーズを踏まえ

て支援すべきであることから、文化・芸術活動や健康づくり、スポーツ等の分野を含め、地域で

いきいきと安心して健康的に暮らすことができる社会を目指します。さらに障がい特性に配慮し

た意思疎通支援や支援者の養成、障がい当事者による ICT活用等の促進を図ります。 
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3 障がいのある人・難病患者の将来推計 

本計画の将来人口の推計にあたっては、令和 4 年国勢調査人口を基準としてコーホート要因

法により算出しており、市の人口は、今後減少していく見込みです。 

市では、これまで障がいのある人（手帳所持者）は増加の傾向を示しており、本計画期間中に

おいても引き続き増加傾向が続くことが見込まれます。難病患者につきましては、特定医療費（指

定難病）の受給者数は、少しずつ増加していますが、小児慢性特定疾病医療費の受給者数はほ

ぼ横ばいとなっています。このことを踏まえ、本計画期間における障がいのある人の数（身体障害

者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者数の合計）及び難病患者数を下表のとおり

推計しています。 

 

 

■障がいのある人（手帳所持者）の数の実績と見込み 

（単位：人） 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

人 口☆1 

（住民基本台帳） 
62,745 62,693 62,512 62,130 61,714 61,256 

身体障害者手帳 

所持者数 
1,706 1,753 1,804 1,856 1,910 1,965 

療育手帳所持者数 414 450 476 503 532 563 

精神障害者保健 

福祉手帳所持者数 
499 532 583 638 698 765 

難病患者数☆2 428 461 468 475 482 489 

合 計 3,047 3,196 3,331 3,472 3,622 3,782 

対総人口比率 

(単位：％) 
4.9% 5.1% 5.3% 5.6% 5.9% 6.2% 

※ 令和 3年度、令和 4年度末実績値。（令和 4年度難病患者数は推計値）令和 5年度以降は推計値です。 

☆1 人口は第 8期白井市高齢者福祉計画・介護保険事業計画と整合をとった推計値です。 

☆2 難病患者数は令和 4年度までの「難病等受給者証」所持者数の受給者数を基礎として推計しています。  
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4 成果目標及び活動指標 

                                                                        

「白井市第 7 期障害福祉計画・第 3 期障児福祉計画」では、「白井市障害者計画」との整合

性を図りながら、令和 8年度を目標年度とする成果目標とその達成に向けた活動指標（障害福祉

サービス等の見込量）を次のとおり設定します。 

設定する成果目標は、以下の 7項目です。 

 

  （１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（３）地域生活支援の充実 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
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障がい児支援の提供体制の整備等 
○ 児童発達支援センターの設置数 

○ 障がい児の地域社会への参加・包容（インクル

ージョン） を推進する体制の構築 

○ 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事

業所・放課後等デイサービス事業所の確保 

○ 医療的ケア児支援のための関係機関協議の場

の設置及びコーディネーターの配置 

国
の
基
本
指
針
の
基
本
的
理
念 

○ 居宅介護の利用者数、利用時間数 

○ 重度訪問介護の利用者数、利用時間数 

○ 同行援護の利用者数、利用時間数 

○ 行動援護の利用者数、利用時間数 

○ 重度障がい者等包括支援の利用者数、利用時間数 

○ 生活介護の利用者数、利用日数 

○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数 

○ 就労選択支援の利用者数、利用日数 

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 

○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○ 就労定着支援の利用者数 

○ 療養介護の利用者数 

○ 短期入所(福祉型・医療型)の利用者数、利用日数 

○ 自立生活援助の利用者数 

○ 共同生活援助の利用者数 

○ 計画相談支援の利用者数 

○ 地域移行支援の利用者数 

○ 地域定着支援の利用者数 

〇 施設入所支援の利用者数 

○ 保健・医療・福祉関係者による協議の場の開催回数 

○ 保健・医療及び福祉関係者による協議の場の参加者数 

○ 保健・医療・福祉関係者による協議の場における目標設定及

び評価の実施回数 

○ 精神障がい者の地域移行支援の利用者数 

○ 精神障がい者の地域定着支援の利用者数 

○ 精神障がい者の共同生活援助の利用者数 

○ 精神障がい者の自立生活援助の利用者数 

○ 精神障がい者の自立訓練（生活訓練）の利用者数 

○ 地域生活支援拠点運用状況の検証及び検討の実施回数  

○ 地域生活支援拠点等のコーディネーターの配置人数 

 

 

地域生活支援の充実 
〇 地域生活支援拠点等の運用状況の検証 

  及び検討の実施 

〇 強度行動障がい者への支援体制の充実 

相談支援体制の充実・強化等 
○ 基幹相談支援センターの設置 

○ 協議会における個別事例の検討を通じた地域サ

ービス基盤の開発・改善等の実施 

【活動指標】 【成果目標】 

施設入所者の地域生活への移行 
○ 地域生活移行者の増加 

○ 施設入所者の削減 

精神障がい者にも対応した地域包括  
ケアシステムの構築 

福祉施設から一般就労への移行等 

〇 就労移行支援事業等を通じた一般就労への

移行者数の増加 

〇 就労移行支援事業、就労継続支援 A型事業

及び B型事業の一般就労への移行者数の

増加 

〇 就労移行支援事業利用終了者に占める一般

就労への移行者の割合が一定水準以上で

ある事業所の割合の増加 

〇 就労定着支援事業の利用者数の増加 

〇 就労定着支援事業所ごとの就労率の増加 

障害福祉サービス等の質を向上させるた
めの取組に係る体制の構築 
○ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取

組を実施する体制の構築 

○ 都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修の参加や 

都道府県が市町村職員に対して実施する研修の参加人数 

○ 障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析 

してその結果を活用し、事業所や関係自治体等と共有する体制 

の構築 

有無及びそれに基づく実施回数 

 

○ 地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・ 

助言件数 

〇 基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 

○ 地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 

○ 地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数地域の相談機

関との連携強化の取組の実施回数 

○ 児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○ 放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数  

○ 保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数 

○ 訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数  

○ 障害児相談支援の利用児童数 

○ 医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディ

ネーターの配置人数 

○ ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者数及び実施者数 

○ ペアレントメンターの人数 

○ ピアサポートの活動への参加人数 

との連携強化の取組の実施回数 
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（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行                                             

【国の指針】 

 〇令和８年度末における地域生活への移行者数について、令和 4 年度末時点の施設入所者数

の 6％以上とする。 

〇令和 8 年度末の施設入所者数を令和 4 年度末時点の施設入所者数から 5％以上削減する

ことを基本とする。 

 

【現状と課題】 

第 6期計画では、平成 31年度末の福祉施設入所者は 24人で、地域生活に移行する人の 

数値目標を 2人とし、待機者数を勘案したうえで、令和 5年度末の福祉施設入所者を 23人に

することとし、障がいのある人の地域生活への移行に取り組んできました。 施設入所者の地域生

活への移行については、令和 3年度から令和 4年度の 2年間で 2人が移行しました。 

国の指針では、令和 4年度末の施設入所者数の 6%以上を地域生活へ移行することとしてい

ますが、入所者の高齢化や障がい者本人とその家族の思いとして、慣れ親しんだ場所での生活

を望む傾向があり、環境が変化することへの不安などから、地域生活への移行はなかなか進ん

でいないのが現状です。入所者本人や家族の意向を確認し、入所施設や移行先となるグループ

ホーム等との連携を図る必要があります。 また、地域生活を希望する障がいのある人が、安心し

て地域で暮らすことができるよう、日中サービス支援型グループホームの開設など、地域での支

援に係る資源の状況を総合的に勘案する必要があります。 

 

成果目標 

項 目 数値等 備考 

令和 4年度末の施設入所者数（A）   24人  

【目標値】地域生活移行者の増加 
   2 人 （A）のうち、令和 8 年度末までに地域

生活に移行する人の数 6％以上 

【目標値】施設入所者の削減 
   2 人 （A）の時点から令和８年度末時点にお

ける施設入所者の削減数 5％以上 

 

【目標達成のための方策】 

○国の基本方針、施設入所支援の利用状況、入所者の地域生活へのニーズ等を踏まえるとと

もに、入所施設や移行先となるグループホーム等との連携を強化します。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

７8～８1ページ：２ (1)訪問系サービス・(２)日中活動系サービス・(３)居住系サービス・(４)相談支援 

８５～９１ページ：４ 地域生活支援事業の見込み（全体） 
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（2）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築                                           

【国の指針】 

 〇精神障がい者の精神病床から退院後 1年以内の地域における生活日数の平均を 325.3 日

以上とすることを基本とする。 

〇精神病床における早期退院率に関して、入院後 3か月時点の退院率については 68.9％以上、

入院後 6 か月時点の退院率については 84.5%以上、入院後 1 年時点の退院率については

91％以上とすることを基本とする。 

※上記項目の具体的な成果目標については、千葉県が設定する。 

 

【現状と課題】 

精神障がいがあっても、地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け合い、教育が包括的に確保さ

れたシステム（しくみ）の構築が望まれています。市では、地域自立支援協議会の一部として、令和

４年度に協議の場を設け、しくみづくりに向けた検討を行っています。 

精神病床からの退院を支援する地域移行支援と、退院後の生活を支える地域定着支援につい

ては、サービスを担う相談支援事業所の確保や制度周知が課題となっています。 

また、アンケートの結果からは、精神科医療機関を受診する際の、気持ち面の抵抗の大きさ、精

神科医療機関との距離など、精神科医療受診の困難さが明らかになりました。 

 

成果目標に関連する活動指標 

項 目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の開催回数 
2回 2回 2回 

保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の参加者数 
16人 17人 18人 

参加者の

内訳 

保健 2人 2人 2人 

医療（精神科） 6人 6人 6人 

医療（精神科以外） 0人 0人 1人 

福祉 7人 7人 7人 

介護 1人 1人 1人 

当事者 0人 1人 1人 

家族等 2人 2人 2人 

☆参加者は重複する場合があるため参加者数とは一致しない。 
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成果目標に関連する活動指標 

項 目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場における目標

設定及び評価の実施回数 

1回 1回 1回 

精神障がい者の地域移行

支援の利用者(人/月) 
1人 1人 1人 

精神障がい者の地域定着

支援の利用者（人/月） 
0人 1人 1人 

精神障がい者の共同生活

援助の利用者(人/月)  
34人 38人 43人 

精神障がい者の自立生活

援助の利用者(人/月)  
2人 2人 2人 

精神障がい者の自立訓練 

（生活訓練）の利用者 

(人/月)  

２人 ２人 ２人 

 

【目標達成のための方策】 

○協議の場では、市内外の精神科医療福祉関係者、家族会や精神障がい当事者の意見を聞

きながら、課題を検討し、年度ごとに取り組む目標の設定と評価を行います。 

○退院を希望する人が、地域での安心した暮らしを送れるよう、精神科医療機関や相談支援事

業所と連携しながら、適切な障害福祉サービスの利用促進を図ります。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

７８～８１ページ：：２ (1)訪問系サービス・(２)日中活動系サービス・(３)居住系サービス・(４)相談支援 

８５～８７・８９～９０ページ：４ 必須事業（1）理解促進研修・啓発事業・（2）自発的活動支援事業・（3）相談支援

事業・（４）成年後見制度利用支援事業・（５）成年後見制度法人後見支援事業・（９）移動支援事業・（10）地

域活動支援センター 任意事業（１）日中一時支援事業 
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（3）地域生活支援の充実                                                             

【国の指針】 

 〇令和８年度末までに、各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能の

充実のため、コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の

構築を進め、また、年 1回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討する。 

〇令和8年度末までに、強度行動障がいを有する者に関して、各市町村又は圏域において、支援 

ニーズを把握し、支援体制の整備を進める。（新規） 

【現状と課題】 

市では「親なきあと」における生活の安心を確保するとともに、入所等から地域生活への移行及

び継続を目的として、地域生活支援拠点等の整備を進めており、令和 5 年度からは、新たに「専

門的人材の確保・養成」のための講座を実施します。 

地域生活支援拠点等は相談支援、夜間休日等の緊急対応、自立した生活へ向けた体験の機

会提供などを機能としていますが、ニーズ把握や周知が十分とは言えません。 

  国の指針では、新たに強度行動障がいを有する者に関しての支援ニーズの把握と、支援体制

の整備を進めることとされており、障がい者の重度化、高齢化も見据えた、地域生活支援拠点等の

機能強化が課題となっています。 

 

成果目標 

項 目 数値等 備考 

【目標値】地域生活支援拠点運用状

況の検証及び検討の実施回数 
年１回 

地域自立支援協議会にて報告を

行い、検証及び検討を行う 

【目標値】強度行動障がい者への支援

体制の充実（新規） 
年１回 

強度行動障がい者支援体制のニ

ーズ把握、検討の実施回数 

 

成果目標に関連する活動指標 

項 目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

地域生活支援拠点等の設置

箇所数 
１か所 １か所 １か所 

コーディネーターの配置人数 ０人 １人 １人 

地域生活支援拠点運用状況

の検証及び検討の実施回数 
１回 １回 １回 

 

【目標達成のための方策】 

○地域生活支援拠点等の設置は、引き続き１箇所とし、地域自立支援協議会において、運用状
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況の検証及び検討を行い、安定的・継続的な運営の確保と機能の充実に取り組みます。 

○地域における効果的な支援体制構築のため、拠点コーディネーターの役割と配置場所などに    

ついて検討を行い、令和７年度からの配置を目標とします。 

  ○地域生活支援拠点が果たすべき機能の充実に取り組んでいきます。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

７８～８１ページ：：２ (1)訪問系サービス・(２)日中活動系サービス・(３)居住系サービス・(４)相談支援 

８６ページ：４ （3）相談支援事業 

 

（4）福祉施設から一般就労への移行等                                                             

【国の指針】 

〇就労移行支援事業等を通じて、令和 8 年度中に一般就労に移行する者の数を令和 3 年度

実績の 1.28 倍以上とすることを基本とする。 

〇就労移行支援事業の一般就労への移行における重要な役割を踏まえ、令和8年度中の一般

就労への移行者数を令和 3年度実績の 1.31倍以上とすることを基本とする。 

〇就労継続支援は、一般就労が困難である者に対し、就労や生産活動の機会の提供、就労に

向けた訓練等を実施することが事業目的であること等に鑑み、令和 8 年度中の一般就労へ

の移行者数を令和 3 年度実績の就労継続支援Ａ型事業については、概ね 1.29 倍以上、就

労継続支援Ｂ型事業については概ね 1.28倍以上を目指すこととする。 

〇就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した

者の割合が 5割以上の事業所を全体の 5割以上とすることを基本とする。（新規） 

〇就労定着支援事業の利用者数について、令和８年度の利用者数を令和 3年度実績の 1.41

倍以上とすることを基本とする。 

〇就労定着支援事業所のうち就労定着支援利用後一定期間の就労定着率が 7 割以上の事

業所を全体の 2割 5分以上とする。 

 

【現状と課題】 

  第 6期計画では、就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数 20人を成果目標とし

て見込んでいましたが、令和 4 年度の就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数は

12人で、目標達成は困難な状況です。 

そのうち就労継続支援Ｂ型事業を通じた一般就労への移行者数は 1 人、就労継続支援Ａ型事

業を通じた一般就労への移行者数はいませんでした。 

一般就労への移行者のうち、7 割が就労定着支援事業を利用することを目標としていますが、

令和 4 年度における一般就労への移行者数 12 人に対し、就労定着支援事業所の利用者は 5

人、利用した割合は 41.7％で目標達成は困難な状況です。 

一般就労後も長く働き続けることができるよう、就労定着支援事業について、利用者への周知

に努めるとともに、関係事業者との調整・連携等を図る必要があります。    
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成果目標 

項 目 数値等 備考 

【基準値】 
10人 

令和 3 年度におい

て、福祉施設を退所

し、一般就労した人

数 

福祉施設から一般就労への移行者数（A） 

  

  

  

  

就労移行支援事業からの移行者数（Ｂ） 9人 

就労継続支援Ａ型事業からの移行者数（Ｃ） 0人 

就労継続支援Ｂ型事業からの移行者数（Ｄ） 1人 

就労定着支援事業の利用者数（E）  4人  

【目標値】 13人 

（A）の 1.28倍 

令和 8 年度におい

て、福祉施設を退所

し、一般就労に移行

する人数 

令和 8年度の一般就労への移行者数 

  

  

  

  

  

 

  

就労移行支援事業からの移行者数 
12人 

（B）の 1.31倍 

就労継続支援Ａ型事業からの移行者数 
1人 

（C）の 1.29倍 

就労継続支援Ｂ型事業からの移行者数 
2人 

（D）の 1.28倍 

就労定着支援事業の利用者数 
6人 

（E）の 1.41倍 
 

【目標値】就労移行支援事業利用終了者に占め

る一般就労への移行者の割合が 5割以上の事

業所（新規） 

50% 
就労移行支援事業

所の 5割以上 

【目標値】就労定着率 7割以上の就労定着支援

事業所の割合 
25% 

就労定着支援事業

所数の２割 5分以上 

 

【目標達成のための方策】 

○就労支援事業所が、関係機関との連携を深め、意欲のある障がい者の就労を支援する体制

を強化する必要があると考えます。市は、障害者就業・生活支援センター等関係機関との連携

の場を設けるなど、体制強化のための支援を行っていきます。 

○障がい者が一般就労後も長く働き続けることができるよう、就労定着支援事業の利用を促進

していきます。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

７９～８１ページ：２  (２)日中活動系サービス・(４)相談支援  ８６ページ：４ （3）相談支援事業 
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（5）障がい児支援の提供体制の整備等                                                

【国の指針】 

〇令和8年度末までに児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少なくとも1ヵ所以上設 

置することを基本とする。 

  〇令和8年度末までに全市町村において、障がい児の地域社会への参加・包容(インクルージョ

ン)を推進する体制を構築する。 

  〇令和8年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デ

イサービス事業所を各市町村又は各圏域に少なくとも1ヵ所以上確保する。 

  〇令和8年度末までに医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設けるとともに、医療

的ケア児等に関するコーディネーターを配置する。 

 

【現状と課題】 

  障がいのある児童やその家族に対して、障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な地域で

必要な支援が提供できるよう、地域における支援体制の整備が求められています。市では地域の

障がい児の健全な発達において、中核的な役割を果たす機関として、令和 4 年 4 月より、白井市

こども発達センターを児童発達支援センターとして位置づけました。 

  同時に、障がいのある児童も共に暮らす共生社会の実現に向け、地域社会への参加・包容（イ

ンクルージョン）を推進する体制として、保育所等訪問支援を開始しました。利用人数は増加傾向

にありますが、今後もサービスの充実を図るために、受け入れ体制の見直しや、児童が集団生活を

営む施設、相談支援事業所との連携など、より効果的で効率的な事業展開が求められています。 

  また、令和 4 年度からは、障害児通所支援給付を利用している児童を対象として、切れ目のな

い、連携した支援が提供できるよう、障害児通所支援事業所・相談支援事業所・市・保育・教育・

医療等で支援情報を共有する、情報共有システムを導入しました。 

  医療的ケア児への支援として、令和4年12月開催した地域自立支援協議会内において、医療

的ケア児支援のための関係機関による協議の場（白井市医療的ケア児支援連絡会）を設置し、

令和 5 年 4 月に医療的ケア児等コーディネーターをこども発達センターに 1 人配置しました。協

議の場では、地域における課題の整理、地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児等に対す

る支援のための地域づくりを進めていくこととされており、福祉サービスとつながっていない医療的

ケア児を把握するために、関係機関と連携しながら体制を整備していくことが課題となっています。 

 

成果目標 

項 目 数値等 備考 

【目標値】児童発達支援センター設置数 
1か所 

（継続） 
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成果目標 

項 目 数値等 備考 

【目標値】障がい児の地域社会への参加・

包容(インクルージョン)を推進する体制の構

築 

実施  

【目標値】主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所の確保 
圏域内 1か所  

【目標値】主に重症心身障害児を支援する

放課後等デイサービス事業所の確保 
圏域内 1か所  

【目標値】医療的ケア児支援のための関係

機関による協議の場 

設置 

（継続） 
 

【目標値】医療的ケア児等に関するコーディ

ネーター 

配置 

（継続） 
 

 

成果目標に関連する活動指標 

項 目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

医療的ケア児等に対する関連分野

の支援を調整するコーディネーター

の配置人数 

1人 1人 1人 

ペアレントトレーニングやペアレント

プログラム等の支援プログラム等

の受講者数 

6人 6人 ８人 

ペアレントメンター人数 1人 1人 1人 

ピアサポートの活動への参加人数 1人 1人 1人 

 

 【目標達成のための方策】 

  ○こども発達センターにおいて、児童発達支援センターとして地域の障がい児の健全な発達の

ための中核的な支援機能を充実させるため、 専門性に基づく発達支援・家族支援、地域の

障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション（支援内容等の助言・

援助）に取り組むとともに、地域の障がい児の発達支援に関する相談を実施し、インクルージ

ョンを推進していきます。 

 ○インクルージョンの推進の観点から、情報共有システムの充実を図るため、参加する機関等を

増やす働きかけを行うことともに、児童に関係する機関が連携し、適切に役割分担をしながら、

より良い支援が提供できるよう、システムの活用を促進していきます。 
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 ○医療的ケア児の支援体制の充実等を図るため、医療的ケア児等コーディネーターを配置し、併

せて関係機関による協議の場において、ニーズの把握や地域の課題の整理をしていきます。ま

た、こども発達センターと市・関係機関が連携し、ペアレントプログラムを実施していきます。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

８３～８４ページ：３ (１)障害児通所支援・(２)障害児相談支援・（３）子ども・子育て支援等における障がい児受け

入れ 

 

（6）相談支援体制の充実・強化等                                                                

【国の指針】 

〇令和 8年度末までに各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援の強化及び関 

係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターを設置す

るとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保すること

を基本とする。 

〇協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービスの基盤の開発・改善等を行うととも

に、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保する。(新規) 

 

【現状と課題】 

障がい児者が、地域で安心して、希望する生活を送ることができるようにするための相談支援

には、障害福祉サービスの利用児者を対象とした計画相談支援や、すべての障がい児者を対象

とした相談支援があります。 

計画相談支援は、地域の相談支援事業者が担っており、事業者数や相談員数は増加傾向に 

ありますが、事業者ごとの支援力に差が生じないよう、サポート体制の強化が必要です。 

また、すべての障がい児者を対象とした相談支援は、市障害福祉課や指定管理者により障害 

  者支援センターに相談窓口を設置していますが、障がい児者の増加により、細やかな相談支援

が困難になりつつあります。 

基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的・専門的な相談業務や地域 

の相談支援体制の強化の取組み等を行う施設として、平成 24 年から障害者総合支援法に位

置付けられ、令和 4年の法改正で、令和 6年 4月から設置が市町村の努力義務とされました

が、白井市では設置に至っていません。 

 

成果目標 

項 目 数値等 備考 

【目標値】令和8年度末までに基幹相

談支援センターの設置 
設置  
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成果目標 

項 目 数値等 備考 

【目標値】令和 8 年度末までに、個別

事例の検討を通じた地域サービス基

盤の開発・改善等を行うとともに、これ

らの取組を行うために必要な協議会

の体制確保（新規） 

確保  

 

成果目標に関連する活動指標 

項 目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

地域の相談支援事業者に対する訪問

等による専門的な指導・助言件数 
30件 75件 75件 

地域の相談支援事業者の人材育成

の支援件数 
1回 2回 2回 

地域の相談機関との連携強化の取組

の実施回数 
2回 5回 5回 

主任相談支援専門員の配置人数（新

規） 
0人 1人 1人 

 

【目標達成のための方策】 

〇令和 7 年度に基幹相談支援センターを設置し、障がい児者や家族等に対する、総合的・専門的

な相談支援の充実を図ります。 

〇基幹相談支援センターの設置に合わせ、地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的

な指導・助言や、人材育成の支援、連携強化に取り組んでいきます。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

８１ページ：２ (４)相談支援   ８３～８４ページ：３  (２)障害児相談支援  ８5ページ：４ （３）相談支援事業 

 

（7）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築                    

【国の指針】 

〇令和 8年度末までに都道府県及び市町村において障害福祉サービス等の質を向上させるた 

めの取組を実施する体制を構築する。 
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【現状と課題】 

    千葉県が主催する、権利擁護や障がい理解に関する研修に市職員が参加しています。 

また、令和 5 年度から、地域生活支援拠点において、地域の障害福祉サービス等を提供する

事業者に向け、専門的人材の確保・養成を目的とした研修を実施しています。 

障害福祉サービスについては、種類が多様化するとともに、多くの事業所が参入しているなか、

より一層利用者に対して真に必要とするサービスを適切に提供することが求められています。 

    児童発達支援センターについては、児童福祉法の改正により、地域の障害児通所支援事業

所等に対して、相談、専門的な助言その他の必要な援助を行う役割が明記されました。 

 

 
 

 

【目標達成のための方策】 

 ○市の障害福祉サービス等の利用状況の把握・検証を行うとともに、「請求の過誤をなくすた  

めの取組」を行い適正な運営を行っている事業所の確保に努めます。 

○千葉県が実施する障害福祉サービス等に係る研修等に積極的に参加します。 

○障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析し、その結果を事業所と共有する

ことで、請求内容の誤りを防止し、障害福祉サービス等の適正な給付と質の向上に努めます。 

 ○こども発達センターは、児童発達支援センターとして、地域の障害児通所支援事業所に対する

スーパーバイズ・コンサルテーション（支援内容等の助言・援助）を行い、質の向上を支援して

いきます。 

 

成果目標に関連する活動指標 

項 目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

都道府県が実施する障害福祉サービス等

に係る研修の参加や都道府県が市町村

職員に対して実施する研修の参加人数 

2人 2人 ２人 

障害者自立支援審査支払等システム等

での審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体

制の有無及びそれに基づく実施回数 

1回 1回 １回 

  成果目標 

項 目 数値等 備考 

【目標値】令和8年度末までに障害福

祉サービス等の質を向上させるための

取組を実施する体制を構築 

体制構築  
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 ○地域生活支援拠点において、市内事業所の職員向けに、「専門的人材の確保・養成」のため

の講座を実施し、支援スキルの向上を図ります。 

 

▶ 第 4章 計画の内容（各サービスの見込量等）のうち関連する主なサービス 

７８～８１ページ：：２ (1)訪問系サービス・(２)日中活動系サービス・(３)居住系サービス・(４)相談支援 

８３～８４ページ：３ (１)障害児通所支援・(２)障害児相談支援 
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第 4章  計画の内容（各サービスの見込み量等） 
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1 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の概要 

  

（1）障害福祉サービス等及び障害児通所支援等について 

障害福祉サービス等は、障害者総合支援法に基づき、身体障がい、知的障がい、精神障がい、

難病などによって日常生活に制限が生じ、介護や就労支援を必要とする人を主な支援対象として

支給されるサービスです。 

障害福祉サービス等は、「介護給付」と「訓練等給付」から成る「指定障害福祉サービス」と、

「相談支援」及び「地域生活支援事業」で構成されています。 

障害児通所支援等は、児童福祉法に基づき、障がいのある児童や発達に心配がある児童を主

な支援対象として支給されるサービスで、療育の提供や相談などの支援を行います。 

支援対象者は、必要に応じて利用したいサービスを選び、市に支給の申請を行います。申請が

認められ、必要な障害支援区分が認定されると、それに基づきサービスの支給量が決定されます。

支給決定後、利用者は事業者と契約を結び、サービスの利用を開始することができます。 

サービスの大枠の概要は以下のとおりです。 

 

① 指定障害福祉サービス 

  指定障害福祉サービスは、その性質によって上記の 2 区分にわけられますが、提供の形態によ

っては「訪問系サービス」、「日中活動系サービス」及び「居住系サービス」の 3 つに大別されます。 

訪問系サービスは、介護給付のうち、ホームヘルパーが自宅等を訪問するなどして提供されるサ

ービスです。自宅で入浴、排せつ、食事の介護等を行う「居宅介護」や、視覚障がいのため移動に

著しい困難を有する人に必要な情報提供や移動の援護等を行う「同行援護」などがあります。 

日中活動系サービスは、施設等で昼間に提供されるサービスです。このうち介護給付としては、

介護とともに創作的活動や生産活動の機会を提供する「生活介護」などがあります。また、訓練等

給付としては、自立した生活に向けて一定期間身体機能や生活能力の向上のために必要な訓練

を行う「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」や、一般企業等での就労が困難な人に働く場を提供

する「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」などがあります。 

居住系サービスは、施設等で夜間に提供されるサービスです。共同生活を行う住居で相談や日

常生活上の援助を行う「共同生活援助（グループホーム）」などがあります。 

 

② 相談支援 

相談支援は、障害福祉サービス等の支給申請に当たり必要となる「サービス等利用計画案」

の作成や支給決定後の事業者との連絡調整等を行う「計画相談支援」を行います。この他地域

生活への移行や定着を支援する「地域移行支援」「地域定着支援」も含まれます。 
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③ 地域生活支援事業 

地域生活支援事業は、市町村が主体となり、利用量などの具体的な内容を利用者の状況に応

じて柔軟に決定できるサービスです。必須事業と任意事業に分かれており、必須事業としては、聴

覚その他の障がいのため意思疎通に支障がある人に手話通訳・要約筆記者の派遣等を行う「意

思疎通支援」や、屋外での移動が困難な障がいのある人の外出を支援する「移動支援」などがあ

ります。また、任意事業としては、本市では、家族の就労支援や一時的な休息等のため、日中活動

の場の提供等を行う「日中一時支援事業」等を展開しています。 

 

④ 障害児通所支援等 

障害児通所支援等は、市町村が実施主体となり行うサービスで、次の 4つのサービスに分かれ

ます。 

1つ目は、就学前の児童に、日常生活における基本的動作の指導、集団生活への適応のため

の訓練等を提供する「児童発達支援」、2つ目は、障がいのある就学児の放課後や夏休み等に生

活能力向上のため訓練等を提供する「放課後等デイサービス」、3つ目は、自宅に訪問し、重度の

障がいのある児童に日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応のための訓練等

を提供する「居宅訪問型児童発達支援」、4つ目は、障がい児施設で指導経験のある児童発達

指導員等の専門員が保育所等を訪問し、障がいのある児童及び保育所等のスタッフに対し、専門

的な支援方法等の指導を行う「保育所等訪問支援」があります。 

そのほかに、都道府県が実施主体となり行う「障害児入所支援」があります。 
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必須事業 

任意事業 

■障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の体系 

※【者】は「障がい者」、【児】は「障がい児」が利用できるサービスです。  

 

                                                                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

④成年後見制度利用支援事業 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

①居宅介護（ホームヘルプ） 【者】【児】 

②重度訪問介護【者】 

⑤重度障害者等包括支援 【者】【児】 

⑧短期入所（ショートステイ） 【者】【児】 

⑦療養介護 【者】【児】 

②自立訓練（機能訓練・生活訓練）【者】 

④就労移行支援【者】 

⑤就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）【者】 

①自立生活援助 【者】 

③相談支援事業 

⑨移動支援事業【者】【児】 

 

⑥意思疎通支援事業 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

④行動援護 【者】【児】 

⑦日常生活用具給付等事業【者】
【児】 

⑩地域活動支援センター 

 

③同行援護 【者】【児】 

地
域
生
活
支
援
事
業 

①日中一時支援事業 【者】【児】 

②訪問入浴サービス事業【者】【児】 

①理解促進研修・啓発事業 

②自発的活動支援事業 

⑧手話奉仕員養成研修事業 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

①生活介護【者】 
⑤成年後見制度法人後見支援事業 

③施設入所支援 【者】 

③自動車運転免許取得費補助事業【者】 

④自動車改造費補助事業【者】 

相
談
支
援 

①計画相談支援 【者】【児】 

②地域移行支援 【者】 

③地域定着支援 【者】 

障
害
児
支
援
（
市
町
村
） 

障
害
児
通
所
支
援 

障害児相談支援【児】 

①児童発達支援【児】 

②放課後等デイサービス【児】 

④保育所等訪問支援【児】 

障
害
児
支
援
（
都
道
府
県
） 

＝ 

障
害
児
入
所
支
援 

①福祉型障害児入所支援【児】 

②共同生活援助（グループホーム） 【者】 

③居宅訪問型児童発達支援【児】 

⑥就労定着支援【者】 

②医療型障害児入所支援【児】 
 

③就労選択支援【者】 
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障害福祉サービス開始までの流れ 

 

 

※介護保険と重複するサービスは、原則介護保険の利用が優先されるため、65歳以上の方、40

～64歳で特定疾病に該当する方は、介護保険の認定申請も必要となります。 

  

相談支援事業所（サービス等利用計画作成、聞き取り、相談） 

区分一次判定（市） 

区分二次判定（審査）

会） 

区分決定（本人通知） 

相談支援利用申請 （白井市役所 障害福祉課） 

 

※ サービス利用申請（白井市役所 障害福祉課） 

 

状況把握 聞き取り （白井市役所 障害福祉課） 

 

支給決定 （白井市役所 障害福祉課） 

 

支給決定通知書、受給者証送付（本人通知） 

 

契約（サービス利用事業所） 

個別支援計画作成（サービス利用事業所） 

 

サービス利用開始 
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2 指定障害福祉サービス・相談支援の見込み      

 

本節では、活動指標のうち、指定障害福祉サービス及び相談支援の必要量の見込みと、その見

込み量を確保するための方策等を示します。 

指定障害福祉サービス・相談支援には、次のようなサービスがあります。 

 

区分 サービスの種類 サービスの内容 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 自宅で、入浴や排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴や排せつ、

食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行うサービスです。 

同行援護 重度視覚障がい者（児）の外出時に同行し、移動に必要な情報の提供や援

護を行うサービスです。 

行動援護 知的、精神障がい者（児）で自己判断能力が制限されている人が行動する

ときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行うサービスです。 

重度障害者等 

包括支援 

介護の必要性がきわめて高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的

に行うものです。 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うととも

に、創作的活動または生産活動の機会を提供するサービスです。 

自立訓練 

(機能訓練、生活訓練) 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能または

生活能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

就労選択支援 就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法

を活用して、本人の希望、就労能力や適性等にあった選択を支援するサー

ビスです。 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

就労継続支援 

（A型・B型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。利用者と雇用契約を

結ぶ「Ａ型」と、雇用契約を結ばない「Ｂ型」があります。 

就労定着支援 就労に伴う環境の変化による生活面の課題に対応するため、一般就労して

いる人に対して必要な連絡調整やアドバイスなどの支援を行います。 

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の世話を行うサービスです。 

短期入所 

（福祉型・医療型） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、

排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 
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区分 サービスの種類 サービスの内容 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

自立生活援助 一人暮らしを希望する人に対して、定期的な訪問等を行って生活状況を確

認し、必要な助言や、医療機関等との連絡調整等を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住居で、夜間や休日の相談に加えて、入浴、排せつ、食事の

介護など日常生活上の援助を行うサービスです。 

施設入所支援 

 

施設に入所している人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

サービスです。 

相
談
支
援 

計画相談支援 障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する障害のある人のサービス

利用計画を作成し、支援を行うサービスです。 

地域相談支援 

（地域移行支援） 

障害者支援施設入所者や病院に入院している精神障がい者を対象として、

地域生活に移行するための相談や支援を行うサービスです。 

地域相談支援 

（地域定着支援） 

施設や病院から地域移行した人、単身であったり家族の状況等により支援

が必要な人を対象に、常時の連絡体制を確保し、緊急時の対応を行うサー

ビスです。 
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（1）訪問系サービス 

 前計画の実績と本計画の見込み 

サービスの

種類 
区 分 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

居宅介護 

合計時間数 

(時間/月) 
499 561 588 594 666 746 

人数 

(人/月) 
37 41 46 52 58 65 

重度訪問

介護 

合計時間数 

(時間/月) 
1,511 1,504 1,467 1,772 1,808 1,844 

人数 

(人/月) 
2 3 3 3 3 4 

同行援護 

合計時間数 

(時間/月) 
50 79 93 81 81 81 

人数 

(人/月) 
6 6 7 7 7 7 

行動援護 

合計時間数 

(時間/月) 
419 421 486 571 571 571 

人数 

(人/月) 
19 21 22 22 22 22 

重度障害

者等包括

支援 

合計時間数 

(時間/月) 
0 0 60 90 90 90 

人数 

(人/月) 
0 0 2 3 3 3 

 

【見込み量確保のための方策等】 

施設や病院から地域生活への移行を推進していく上で、今後、訪問系サービスの果たす役割は、

ますます大きくなることが予想されます。 

市内でサービスを提供する事業者について情報の把握と利用者への提供に努めます。 

また、障がいのある人とその家族が安心して暮らせるよう福祉サービスを継続して実施するとと

もに、さらなる充実等に取り組みます。 

なかでも、「居宅介護」「重度訪問介護」については、これまでの利用の推移や介護者の高齢化

等により、ニーズが高まると見込まれます。一方で、障害福祉サービス分野における介護人材の不

足が課題となっていることから、市内事業者が参加する就職フェアの開催・介護職に関する研修情

報の提供など介護人材確保のための支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前計画の実績と本計画の見込

み 
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（2）日中活動系サービス 

 前計画の実績と本計画の見込み 

サービスの

種類 
区 分 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

生活介護 

合計日数 

(人日/月) 
1,689 1,691 1,700 1,812 1,885 1,960 

人数 

(人/月) 
86 86 88 92 95 99 

自立訓練 
（機能訓練） 

合計日数 

(人日/月) 
13 7 6 6 6 6 

人数 

(人/月) 
1 1 1 1 1 1 

自立訓練 
（生活訓練） 

合計日数 

(人日/月) 
57 56 66 67 67 67 

人数 

(人/月) 
7 4 5 6 6 6 

 
うち精神

障がい者 

合計日数 

(人日/月) 
－ － 30 30 30 30 

人数 

(人/月) 
－ － 2 2 2 2 

就労選択

支援 

合計日数 

(人日/月) 
－ － － － ８４ １２６ 

人数 

(人/月) 
－ － － － ６ ９ 

就労移行

支援 

合計日数 

(人日/月) 
601 524 561 616 684 759 

人数 

(人/月) 
37 36 36 40 44 49 

就労継続

支援 

（Ａ型） 

合計日数 

(人日/月) 
515 564 651 749 884 1,043 

人数 

(人/月) 
25 28 33 39 46 54 

就労継続

支援 

（Ｂ型） 

合計日数 

(人日/月) 
1,168 1,294 1,395 1,595 1,771 1,965 

人数 

(人/月) 
74 82 93 103 115 127 

就労定着

支援 

人数 

(人/月) 
6 16 16 22 30 41 

療養介護 
人数 

(人/月) 
2 2 2 2 2 2 
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サービスの

種類 
区 分 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

短期入所 

（福祉型） 

合計日数 

(人日/月) 
86 160 150 184 219 260 

人数(人/月) 7 10 16 19 23 27 

短期入所 

（医療型） 

合計日数 

(人日/月) 
0 4 4 4 4 4 

人数(人/月) 0 1 1 1 1 1 

 

【見込み量確保のための方策等】 

  日中活動系サービスは、障がいのある方の特性や利用者の希望によって、昼間の活動を支援す

るサービスで、全体的に増加傾向で推移しています。特に「生活介護」「就労継続支援（A 型・B

型）」については、今後も特別支援学校卒業生の進路先として需要が見込まれます。 

また、一般企業等への就労を希望する人に、一定期間必要な訓練を行う「就労移行支援」や一

般就労している人に必要な連絡調整やアドバイスを行う「就労定着支援」についても、これまでの

利用実績や障がい者の法定雇用率の上昇などの社会背景から、ニーズが高まると見込まれます。  

引き続き、事業者や相談機関等と連携を図り、利用者に対し事業者情報の提供や必要なサー

ビス量の確保に努めるとともに、障がいのある方が必要とする日中活動系サービスの充実を図り

ます。なかでも「生活介護」「短期入所」については、利用ニーズの増加に対して、市内の事業所

数に不足が生じると見込まれることから、定員の充足状況を随時把握したうえで、不足が生じた場

合には、新たな事業所の参入を促進します。 

また「就労移行支援」「就労継続支援（A型・B型）」については、障がい者のニーズに応えられ

るよう多様なプログラムや生産活動を市内に整えることが求められており、今後は市内の実状を見

極めながら必要に応じ、参入を促進します。 

  

（３）居住系サービス   

 前計画の実績と本計画の見込み 

サービスの種類 区 分 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

自立生活 

援助 

人数 

(人/月) 
8 3 2 2 2 2 

 
うち 

精神障がい者 

人数 

(人/月) 
－ － 2 2 2 2 

共同生活援助 
人数 

(人/月) 
51 58 66 75 84 95 

 

うち 

精神障がい者 

人数 

(人/月) 
23 26 30 34 38 43 

うち 

重度障がい者 

人数(人/

月) 
－ － 14 17 18 21 



81 
 

サービスの種類 区 分 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

施設入所支援 
人数(人/

月) 
26 24 24 23 23 22 

 

【見込み量確保のための方策等】 

  「共同生活援助（グループホーム）」は、地域生活への移行や介護者の高齢化などにより、緩や 

かであるものの、増加することが見込まれます。 

今後は、家族の高齢化に伴う「親なき後」の課題に対応するため、継続的に地域における居住

の場を確保していく必要があります。また、重度障がい者に対応する日中サービス支援型のグルー

プホームなどの市内参入を促進し、居住の場の確保に努めます。 

  「施設入所支援」は、真に入所が必要な、重度の障がいのある人について、広域的な枠組みで 

提供事業者との連携を図り、必要なサービス量を確保します。  

 

（4）相談支援 

 前計画の実績と本計画の見込み 

サービスの種

類 
区 分 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

計画相談支

援 

人数 

(人/月) 
76 78 83 96 112 130 

地域相談支援

（地域移行支

援） 

人数 

(人/月) 
0 0 0 1 1 1 

 
う ち精神障

がい者 

人数 

(人/月) 
0 0 0 1 1 1 

地域相談支援

（地域定着支

援） 

人数 

(人/月) 
0 0 0 0 1 1 

 
う ち精神障

がい者 

人数 

(人/月) 
0 0 0 0 1 1 

 

【見込み量確保のための方策等】 

  計画相談支援について、市内の相談支援事業所数は増加傾向にあり、セルフプランの解消が

進んでいますが、量的に充分に充足しているとは言えない状況にあることから、事業所又は事業所

に所属する相談支援専門員の増によって、計画相談支援の提供体制を確保していく必要がありま

す。 

事業所への働きかけを行うと共に、地域自立支援協議会や市の相談支援体制の充実により、

相談支援専門員の人材育成に取り組みます。 

地域移行支援、地域定着支援については、地域生活支援拠点等や精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築など、障がい者の地域支援体制づくりの協議とあわせてニーズ把握に

努め、制度の利用促進を図ります。 
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3 障害児通所支援等の見込み      

 

本節では、活動指標のうち、障害児通所支援等の必要量の見込みと、その見込み量を確保する

ための方策等を示します。 

障害児通所支援等サービスには、次のようなサービスがあります。 

 

区分 サービスの種類 サービスの内容 

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援 
就学前の児童に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適

応訓練などの支援を行うサービスです。 

放課後等 

デイサービス 

授業の終了後または学校の休業日に、生活能力の向上のための訓練や社

会との交流の促進などの支援を行うサービスです。 

居宅訪問型 

児童発達支援 

自宅に訪問して、重度の障がいのある児童に、日常生活における基本的な

動作の指導、集団生活への適応訓練などの支援を行います。 

保育所等 

訪問支援 

保育所等を訪問して、障がいのある児童に、障がいのない児童との集団生

活への適応のための支援を行うサービスです。 

相
談
支
援 

障害児 

相談支援 

障害児通所支援の利用を希望する人に、その環境やサービス利用に関する

意向を反映した「障害児支援利用計画」を作成するサービスです。 
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（1）障害児通所支援 

 前計画の実績と本計画の見込み 

サービスの

種類 
区 分 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

児童発達

支援 

合計日数 

(人日/月) 
749 837 744 826 917 1,018 

人数(人/月) 114 109 105 116 129 143 

放課後等

デイサー

ビス 

合計日数 

(人日/月) 
1,444 1,742 1,886 2,090 2,299 2,529 

人数(人/月) 148 163 189 208 229 252 

居宅訪問

型児童発

達支援 

合計日数 

(人日/月) 
0 0 0 4 4 4 

人数(人/月) 0 0 0 1 1 1 

保育所等

訪問支援 

合計日数 

(人日/月) 
－ 4 4 8 8 8 

人数(人/月) － 4 4 8 8 8 

 

【見込み量確保のための方策等】 

児童発達支援、放課後等デイサービスの利用日数は、発達に支援を要する児童数や 1 人あた

りの利用日数の増加などから、ニーズが高まっていくものと見込まれます。 

今後も、適宜、必要量の把握に努め、民間事業所や関係機関と連携を図って、必要量の確保に

努めます。 

なかでも「放課後等デイサービス」については、利用ニーズの増加に対して市内の事業所数に

不足が生じると見込まれることから、市内事業所の定員の充足状況を随時把握したうえで、市内

への参入を促進していきます。 

「保育所等訪問支援」については、保育所等における集団生活への適応を行う支援であり、イン

クルーシブ保育・教育の推進により、ニーズが高まると見込まれます。令和 4 年度から本事業を実

施しているこども発達センターを中心として、必要なニーズに応えられるよう、提供体制を整えてい

きます。 

 

（2）障害児相談支援 

 前計画の実績と本計画の見込み 

サービスの

種類 
区 分 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

障害児 

相談支援 
人数(人/月) 59 78 82 86 90 95 
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 【見込み量確保のための方策等】 

障害児相談支援の事業所の増加により、セルフプランの解消が進んできていますが、利用者数

の推移から、必要量も増加すると見込まれます。民間事業者や関係機関と連携をしながら、体制整

備に引き続き努めてまいります。 

具体的には、事業所数の増又は事業所に所属する相談支援専門員の増によって、障害児相談

支援の提供体制を確保していく必要があります。事業所への働きかけを行うと共に、地域自立支

援協議会や、市の相談支援体制を充実することにより後方支援体制を整え、相談支援専門員の

人材育成の充実を図ります。 

 

（３）子ども・子育て支援等における障がい児受け入れ 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

①  保育所 45 50 51 53 54 56 

②  認定こども園 2 2 11 11 11 11 

③  幼稚園 53 62 65 66 67 67 

④  放課後健全育成事業 30 34 36 37 39 41 

⑤  事業所内保育 0 0 0 0 0 0 

⑥ その他 

  （小規模保育所等） 
0 2 1 1 1 1 

合 計 130 150 165 168 172 176 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

保育所、認定こども園、幼稚園等と連携し、着実な受け入れを図ります。 
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4 地域生活支援事業の見込み 

本節では、活動指標のうち、地域生活支援事業の量の見込み（または実施の有無）と、事業の

実施に関する考え方を示します。 

 

◇必須事業 

（1）理解促進研修・啓発事業 

地域住民を対象にして、障がいのある人への理解を深めるための研修・啓発を行う事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

有 有 有 有 有 有 

 

【実施のための方策等】 

市内の法人と連携のうえ、一般市民、障がい当事者及びその家族、支援関係者等を対象として、

障がいの理解と啓発を目的とした講座を開催します。また、障がい者の家族を対象として、親なき

あとに利用できる社会資源、将来必要となる備え等に関する講座を実施します。 

  

（2）自発的活動支援事業 

障がいのある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がいのある人

等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動を支援します。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

無 無 無 有 有 有 

 

【実施のための方策等】 

障がいのある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、当事者やその

家族、地域住民等が、当事者や家族・きょうだい児の交流会等のピアサポート活動、災害対策活

動支援、見守り活動などの孤立防止活動、ボランティア活動、身近な地域における「心のバリアフ

リー」推進のための活動等を行った場合、その活動を支援する制度を立ち上げます。 
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（3）相談支援事業 

障がいのある人やその介助・支援者などからの相談に応じ、必要な情報提供や助言、障害福祉

サービス利用の支援等を行う事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 

6年度 

(見込) 

令和 

7年度 

(見込) 

令和 

8年度 

(見込) 

①障害者相談支援事業所

数（か所） 
5 6 6 6 6 7 

 
②基幹相談支援セン

ター 
無 無 無 無 有 有 

③基幹相談支援センター

等機能強化事業 
有 有 有 有 有 有 

④住宅入居等支援事業 無 無 無 無 無 無 

 

【見込み量の確保及び実施のための方策等】 

障がいのある人が地域で安心して暮らし続けることができるよう、県の相談支援従事者研修

等について市内事業所に案内し、必要な障害者相談支援事業所数と相談支援専門員の確保に

努めます。また、令和 7 年度、総合的、専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援事業者に

対し訪問等による専門的な指導・助言に取り組むため、基幹相談支援センターを設置します。 

 

（4）成年後見制度利用支援事業 

「成年後見制度」による支援を必要とする障がいのある人について、権利擁護のためその利用

を支援し、促進を図る事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 

6年度 

(見込) 

令和 

7年度 

(見込) 

令和 

8年度 

(見込) 

成年後見制度利用支援

事業（実利用見込み者

数）（人） 

6 4 5 5 5 5 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

制度を必要とする人が円滑に利用できるよう、相談窓口の明確化や、市で行う成年後見に関す

る相談会の情報提供など、広く周知を行います。 

また、必要な人に対して、成年後見、保佐及び補助に関する審判の請求を市長が行い、知的障

がい又は精神障がいのある方の福祉の増進を図るとともに、成年後見制度の利用が困難である



87 
 

と認められる人に、成年後見制度の申し立てに要する経費や、後見人等の報酬等の一部を助成し

ます。 

 

（5）成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見業務を適正に行うことができる法人を育成するために、研修等を実

施する事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

無 無 無 無 無 無 

 

【実施のための方策等】 

既に市社会福祉協議会や市内ＮＰＯ法人が法人後見事業を実施しており、困難な受任事例な

ど、必要な時は市が相談に応じています。現在、研修等について事業実施予定はありませんが、新

たに適任の法人が現れた場合には実施を検討します。 

 

（6）意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため意思の疎通を図ることに支障がある人

に、手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図る事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 

6年度 

(見込) 

令和 

7年度 

(見込) 

令和 

8年度 

(見込) 

①手話通訳者設置事業（実

設置見込み通訳者数）（人） 
0 0 0 0 0 0 

②手話通訳者派遣事業（実

利用見込み者数）（人） 
10 9 9 9 9 9 

③要約筆記者派遣事業（実

利用見込み者数）（人） 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

派遣事業については、手話通訳者及び要約筆記者の登録を進めるとともに、千葉県聴覚障害

者センターへの委託等により、必要なサービス量を確保します。 
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（7）日常生活用具給付等事業 

重度障がい者に対し自立生活支援用具等の日常生活用具を給付することなどにより、生活の

便宜を図り、その福祉の増進を図る事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 
令和 3年度 

(実績) 
令和 4年度 

(実績) 
令和 5年度 

(実績見込) 
令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

① 介護・訓練支援用具 1 4 2 2 2 2 

② 自立生活支援用具 7 7 6 6 6 6 

③ 在宅療養等支援用具 6 7 6 6 6 6 

④ 情報・意思疎通支援 

用具 
8 4 6 6 6 6 

⑤ 排せつ管理支援用具 1,234 822 1,184 1,231 1,280 1,331 

⑥ 居宅生活動作補助 

用具（住宅改修費） 
1 1 2 2 2 2 

合 計 1,257 845 1,206 1,253 1,302 1,353 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

ストマ装具や紙おむつ等の排せつ管理支援用具は、ぼうこう・直腸機能に障がいのある人の

増加等により、増加すると見込まれます。 

日常生活用具を必要とする人が円滑に利用できるよう、適切な情報提供等に努めます。また、

排せつ管理支援用具を除き、用具の耐用年数（交換周期）は多様であり、年度ごとに必要量の

変動が比較的大きくなること等に注意し、適切なニーズの把握と給付を行います。 

 

（8）手話奉仕員養成研修事業 

日常会話を行うために必要な手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成するための研修を行

う事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

手話奉仕員養成研修事業

（養成講習修了見込み者

数）（人） 

3 4 5 5 5 5 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

印西市及び栄町と共同で開催している養成講座を通じて奉仕員を養成していきます。 
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（9）移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人について外出のための支援を行うことにより、地域にお

ける自立生活と社会参加を促進する事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

延べ利用見込み時間数 

（時間／年） 
5,066 4,751 5,293 5,346 5,400 5,454 

実利用見込み者数 

（人／年） 
57 54 55 55 56 56 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

令和２年度から令和４年度には、新型コロナウイルスの感染拡大の影響と思われる利用の減

少がありましたが、令和５年度は実績が増加に転じる見込みです。令和６年度以降も利用は増加

すると見込んでおり、必要な人が支援を受けられるよう、市内及び近隣の提供事業者と契約を締

結し、サービス量を確保するとともに、利用者への情報提供に努めます 。 

 

（10）地域活動支援センター 

障がいのある人などが通い、創作的活動や生産活動、社会との交流を進めるなど多様な活動

を行う事業です。地域活動支援センターには、精神保健福祉士などの専門職を配置して、医療・福

祉等関係機関との連携強化や相談事業を行うⅠ型と、雇用・就労が困難な在宅障がい者の機能

訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを提供するⅡ型・Ⅲ型があります。市では、障害者地域活

動支援センター（Ⅲ型）を運営し、多様な講座を実施しているほか、精神科や心療内科に通院して

いる方を対象としたデイケアクラブを月 2回開催しています。 

白井市内だけではなく、他の自治体にある地域活動支援センターに通所することもできます。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 
令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

地域活動支援 

センター 

市内 1 55 1 55 1 43 1 55 1 55 ２ ６5 

市外 2 12 2 13 2 13 2 14 2 15 2 15 

☆「市内」は白井市内分、「市外」は他市町村分 

☆各年度左列は実施見込箇所数、右列は利用見込者数（人/年） 

                                                                                                                                                   

【見込み量の確保のための方策等】 

Ⅰ型である成田地域活動支援センターに運営を委託し、市民が利用できる体制を整えます。 

また、多様な日中活動の場・障がいのある方の居場所を確保するため、市地域活動支援セン
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ター運営費補助金を活用し、地域活動支援センターの増設を見込みます。 

さらに市障害者地域活動支援センターでは、必要な人が参加できるよう周知や講座内容を工

夫するほか、パソコン講座の開催などにより、デジタルデバイドの縮小を図るよう努めます。 

加えて市内及び近隣の地域活動支援センターについて、情報提供していきます。 

 

◇任意事業 

（1）日中一時支援事業 

障がいのある人などの日中の活動の場を確保し、その家族の就労支援と一時的な休息を図る

事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

区 分 令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

利用見込み

者数(人/月) 
78 81 77 86 97 108 

  

【見込み量の確保のための方策等】 

令和２年度から令和５年度には、新型コロナウイルスの感染拡大の影響と思われる利用の減

少傾向がありましたが、令和 6年度以降は利用が増加すると見込んでいます。引き続き利用ニー

ズの適切な把握に努め、市内及び近隣の提供事業者と契約を締結し、必要なサービス量を確保

するとともに、利用者への情報提供に努めます。 

 

（2）訪問入浴サービス事業 

訪問により居宅において入浴サービスを提供し、身体障がい者の身体の清潔の保持、心身機

能の維持等を図る事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

区 分 令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

利用見込み

者数(人/月) 
4 4 3 4 4 4 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

利用ニーズの適切な把握に努め、市内及び近隣の提供事業者と契約を締結し必要なサービス

量を確保するとともに、利用者への情報提供に努めます。 
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（3）自動車運転免許取得費補助事業 

障がいのある人が自動車運転免許を取得するために必要な費用の一部を助成することにより、

社会参加の促進を図ることを目的とする事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

区 分 令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

利用見込み

者数(人/年) 
0 0 1 1 1 1 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

サービスを必要とする人が円滑に利用できるよう、適切な情報提供等に努めます。 

 

（4）自動車改造費補助事業 

身体に重度の障がいがある人が所有し運転する自動車のハンドルや駆動装置等の改造費の

一部を助成し、自立と社会参加の促進を図ることを目的とする事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

区 分 令和 3年度 

(実績) 

令和 4年度 

(実績) 

令和 5年度 

(実績見込) 

令和 6年度 

(見込) 

令和 7年度 

(見込) 

令和 8年度 

(見込) 

利用見込み

者数(人/年) 
2 1 1 1 1 1 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

サービスを必要とする人が円滑に利用できるよう、適切な情報提供等に努めます。 
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◇「見込み量」・「実施見込み」一覧   

■指定障害福祉サービス・相談支援の見込み 
                                               

区   分 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

訪

問

系 

居宅介護 
594時間/月 

52人/月 
666時間/月 

58人/月 
746時間/月 

65人/月 

重度訪問介護 
1,772時間/月 

3人/月 
1,808時間/月 

3人/月 
1,844時間/月 

4人/月 

同行援護 
81時間/月 

7人/月 
81時間/月 

7人/月 
81時間/月 

7人/月 

行動援護 
571時間/月 

22人/月 
571時間/月 

22人/月 
571時間/月 

22人/月 

重度障害者等包括支援 
90時間/月 

3人/月 
90時間/月 

3人/月 
90時間/月 

3人/月 

日

中

活

動

系 

生活介護 
1,812人日/月 

92人/月 

1,885人日/月 

95人/月 

1,960人日/月 

99人/月 

自立訓練（機能訓練） 
6人日/月 

1人/月 

6人日/月 

1人/月 

6人日/月 

1人/月 

自立訓練（生活訓練） 
67人日/月 

6人/月 

67人日/月 

6人/月 

67人日/月 

6人/月 

 うち精神障がい者 
30人日/月 

2人/月 

30人日/月 

2人/月 

30人日/月 

2人/月 

就労選択支援                  ― 
84人日/月 

     6人/月 

126人日/月 

    9人/月 

就労移行支援 
616人日/月 

40人/月 

684人日/月 

44人/月 

759人日/月 

49人/月 

就労継続支援（Ａ型） 
749人日/月 

39人/月 

884人日/月 

46人/月 

1,043人日/月 

54人/月 

就労継続支援（Ｂ型） 
1,595人日/月 

103人/月 

1,771人日/月 

115人/月 

1,965人日/月 

127人/月 

就労定着支援 22人/月 30人/月 41人/月 

療養介護 2人/月  2人/月 2人/月 

短期入所 

福祉型 
184人日/月 

19人/月 

219人日/月 

23人/月 

260人日/月 

27人/月 

医療型 
4人日/月 

1人/月 

4人日/月 

1人/月 

4人日/月 

1人/月 

居

住

系 

自立生活援助 2人/月 2人/月 2人/月 

 うち精神障がい者 2人/月 2人/月 2人/月 

共同生活援助 75人/月 84人/月 95人/月 

 

 

うち精神障がい者 34人/月 38人/月 43人/月 

うち重度障がい者 17人/月 18人/月 21人/月 
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区   分 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

施設入所支援 23人/月 23人/月 22人/月 

相

談

支

援 

計画相談支援 96人/月 112人/月 130人/月 

地域相

談支援 

地域移行支援 1人/月 1人/月 1人/月 

 うち精神障がい者 1人/月 1人/月 1人/月 

地域定着支援 0人/月 1人/月 1人/月 

 うち精神障がい者 0人/月 1人/月 1人/月 

＊人日/月…日利用人員×月当たりの平均利用日数＝月間の延べ利用日数 

 

■障害児通所支援等の見込み 

＜障がい児通所支援＞    

区   分 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

日

中

活

動

系 

児童発達支援 
826人日/月 

116人/月 

917人日/月 

129人/月 

1,018人日/月 

143人/月 

放課後等デイサービス 
2,090人日/月 

208人/月 

2,299人日/月 

229人/月 

2,529人日/月 

252人/月 

居宅訪問型児童発達支援 
4人日/月 

1人/月 

4人日/月 

1人/月 

4人日/月 

1人/月 

保育所等訪問支援 
8人日/月 

8人/月 

8人日/月 

8人/月 

8人日/月 

8人/月 

 

＜障害児相談支援＞ 

区   分 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

相談 
支援 

障がい児相談支援 86人/月 90人/月 95人/月 

 

＜子ども・子育て支援等における障がい児受け入れ＞    

区   分 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

①保育所 53人 54人 56人 

②認定子ども園 11人 11人 11人 

③幼稚園 66人 67人 67人 

④放課後健全育成事業 37人 39人 41人 

⑤事業所内保育 0人 0人 0人 

⑥その他（小規模保育所等） 1人 1人 1人 
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■地域生活支援事業の見込み 

＜必須事業分＞      

 

事  業  名 

 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

実施見込み 

か所数 

実利用 

見込み者数 

実施見込み 

か所数 

実利用 

見込み者数 

実施見込み 

か所数 

実利用 

見込み者数 

（1）理解促進研修・啓発事業 有 有 有 

（2）自発的活動支援事業 有 有 有 

（3）相談支援事業    

 

①  障害者相談支援事業所数 6か所  6か所  7か所  

 ②基幹相談支援センター 無 有 有 

③ 基幹相談支援センター等 
機能強化事業 

有 有 有 

④ 住宅入居等支援事業 無 無 無 

（4）成年後見制度利用支援事業  5人  5人  5人 

（5）成年後見制度法人後見支援事業 無 無 無 

（6）意思疎通支援事業    

 

① 手話通訳者設置事業（実設置
見込み通訳者数） 

0人 0人 0人 

② 手話通訳者派遣事業（実利用
見込み者数） 

9人 9人 9人 
③ 要約筆記者派遣事業（実利用

見込み者数） 

（7）日常生活用具給付等事業（件数） 1,253件 1,302件 1,353件 

 

① 介護・訓練支援用具 2件 2件 2件 

② 自立生活支援用具 6件 6件 6件 

③ 在宅療養等支援用具 6件 6件 6件 

④ 情報・意思疎通支援用具 6件 6件 6件 

⑤ 排せつ管理支援用具 1,231件 1,280件 1,331件 

⑥ 居宅生活動作補助用具（住宅
改修費） 

2件 2件 2件 

（8）手話奉仕員養成研修事業 

   （養成講習修了見込み者数） 
5人 5人 5人 

（9）移動支援事業（「実施見込か所数」欄

の数値は実利用見込み者数、「利用

見込者数」欄は延べ利用見込み時間

数） 

55人 
5,346 

時間 
56人 

5,400 

時間 
56人 

5,454 

時間 

（10）地域活動支援センター 

市内 1か所 55人 1か所 55人 2か所 65人 

市外 2か所 14人 2か所 15人 2か所 15人 
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＜任意事業分＞           

事  業  名 

 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

（1）日中一時支援事業 86人/月 97人/月 108人/月 

（2）訪問入浴サービス事業 4人/月 4人/月 4人/月 

（3）自動車運転免許取得費補助事業 1人 1人 1人 

（4）自動車改造費補助事業 1人 1人 1人 

 

第 3章 分野別の活動指標 

■精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築   

項     目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

保健・医療・福祉関係者による協議の場

の開催回数 
２回 ２回 ２回 

保健・医療・福祉関係者による協議の場

の参加者数 
16人 17人 18人 

保健、医療（精神科、

精神科以外の医療

機関別）、福祉、介

護、当事者、家族等

の関係者ごとの参加

者 

保健 2人 2人 2人 

医療（精神科） 6人 6人 6人 

医療（精神科以外） 0人 0人 1人 

福祉 7人 7人 7人 

介護 1人 1人 1人 

当事者 0人 1人 1人 

家族等 2人 2人 2人 

保健・医療・福祉関係者による協議の場

における目標設定及び評価の実施回数 
１回 １回 1回 

 

■地域生活支援の充実   

項    目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

地域生活支援拠点等の設置か所数 １か所 １か所 １か所 

コーディネーターの配置人数 ０人 １人 １人 

地域生活支援拠点運用状況の検証及び

検討の実施回数 
１回 １回 １回 
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■障がい児支援の提供体制の整備等   

項    目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

医療的ケア児等に対する関連分野の支
援を調整するコーディネーターの配置人
数 

1人 1人 1人 

ペアレントトレーニング・プログラム受講者数 6人 6人 8人 

ペアレントメンターの人数 1人 1人 1人 

ピアサポートの活動への参加人数 1人 1人 1人 

 

■相談支援体制の充実・強化等   

項    目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

地域の相談支援事業者に対する訪問等

による専門的な指導・助言件数 
30件 75件 75件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支

援件数 
1回 2回 2回 

地域の相談機関との連携強化の取組の

実施回数 
2回 5回 5回 

主任相談支援専門員の配置人数（新規） 0人 1人 1人 

 

■障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築   

項    目 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

都道府県が実施する障害福祉サービス

等に係る研修の参加や都道府県が市職

員に対して実施する研修の参加人数 

2人 2人 2人 

障害者自立支援審査支払システム等で

の審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体

制の有無及びそれに基づく実施回数 

1回 1回 1回 
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第 5章  計画の推進と進行管理 
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1 推進・進行管理の考え方 

 

本計画の推進に当たっては、障がいのある人等が必要とするサービスを受けられるよう、制度の

周知に努めるとともに、市、関係行政機関、医療機関、教育機関、公共職業安定所及び関係団体

等とのネットワークの構築に継続的に取り組み、サービスの円滑な提供と適切な利用を促進しま

す。 

また、次の考え方により、進行管理及び評価を行っていきます。 

（1）「ＰＤＣＡサイクル」に基づく進行管理 

障害者総合支援法及び児童福祉法においては、計画に定める事項について、定期的に調査、

分析・評価を行い、必要があると認めるときは、計画を変更すること、その他の必要な措置を講じ

ること（「ＰＤＣＡサイクル」）とされており、本計画もこの考え方を基本とします。 

「ＰＤＣＡサイクル」のイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（計画） 目標を設定し、目標達成に向けた活動を立案する 

Do（実行） 計画に基づき活動を実行する 

Check（評価） 活動を実施した結果を把握・分析し、考察する（学ぶ） 

Act（改善） 考察に基づき、計画の目標、活動などの見直しを行う 

 

◇「成果目標」と「活動指標」について 

計画に「ＰＤＣＡサイクル」を導入するにあたり、※1「成果目標」と※2「活動指標」については、

少なくとも年一回は実績を把握し、障がい者施策及び障がい児施策並びに関連施策の動向も踏

まえながら、計画の中間評価として分析及び評価を行うこととされています。 

このため本市においても、第 3 章で掲げた「成果目標」（数値的目標）及び第 4 章で掲げた

「活動指標」（サービス見込み量等）を最大の眼目として、計画の推進・評価を行っていきます△。 

※1「成果目標」とは、障害福祉サービス等の提供体制確保の一環として、基本指針の中で、基本理念

等を踏まえて国全体で達成すべき目標として設定するもの。 

※2「活動指標」とは、国全体で達成すべき数値目標の形では設定しないが、都道府県・市町村において、

基本指針に定める基本理念や提供体制確保の基本的考え方、障害福祉サービスの提供体制確保に

関する成果目標等を達成するために必要となるサービス提供量等の見込みとして設定するもの。 

Do Act 

Plan 

Check 
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△成果目標と活動指標の関係図は第 3章「4 成果目標及び活動指標」を参照。 

（2）「白井市地域自立支援協議会」による評価 

本市では、平成 19 年度にサービス提供事業者や障がい者団体等の代表者で構成する 「白

井市地域自立支援協議会」を設置し、「生活支援部会」及び「就労支援部会」で分野ごとの情報

交換や課題整理、政策提案などを行い、全体会で全体の調整や方針の検討などを行っています。 

この「白井市地域自立支援協議会」を活用して本計画の推進状況を確認・評価し、市の広報

紙やホームページ等を通じて市民に公表・報告していきます。 

 

障害福祉計画における「ＰＤＣＡサイクル」のプロセスのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の内容を踏まえ、事業

を実施する。 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認

めるときは、「障害福祉計画」の見直し等を実

施。 

■「基本指針」に即して成果目標・活動指標を設定するとともに、障害福祉

サービスの見込み量の設定やその他確保方策等を定める。 

■成果目標・活動指標については、少なくとも年 1 回は実績を把握し、障害者

施策や関連施策の動向も踏まえながら、「障害福祉計画」の中間評価として

分析・評価を行う。 

■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果について公表

することが望ましい。 

■「活動指標」については、より頻回に実績を把握し、達成状況等の分析・評

価を行うことが望ましい。 

・「障害福祉計画」策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、サービス提供体制に関

する見込み量の見込み方の提示 

基本指針 

計画（Plan） 

改善（Act） 実行（Do） 

評価（Check） 
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資料１ 計画策定までの経過 

 

年 月 日 事 項 内  容 

令和 4年度 

10月 28日 第 1回策定委員会 

・委嘱状交付 

・委員長及び副委員長の選出 

・計画策定方針について（報告） 

・現行計画の進捗状況について（報告） 

・基礎調査の実施方針について 

・その他 

1月 5日～ 

25日 
「計画策定に向けたアンケート調査」実施 

1月 18日～ 

      19日 
「計画策定に向けた障害福祉サービス事業者ヒアリング調査」実施 

2月 7日、 

10日、22日 
「計画策定に向けた障がい者団体ヒアリング調査」実施 

令和 5年度 

7月 24日 第 2回策定委員会 

・今年度のスケジュールについて 

・現行計画の進行管理・評価について（報告） 

・基礎調査の結果について 

・骨子案について 

・素案の審議について 

9月 11日 第 3回策定委員会 ・素案の審議について 

11月 20日 第 4回策定委員会 
・素案の確定について 

・パブリック・コメントの実施等について 

12月 15日～ 

1月 5日 
計画案についての市民意見公募（パブリック・コメント）実施 

2月 5日 第 5回策定委員会 
・パブリック・コメントの結果について 

 

 



 
 

資料２ 白井市障害者計画等策定委員会委員名簿 

   (敬称略) 

 氏  名 選出区分 所属・職名 備考 

１ 松浦 俊弥 学識経験を有する者 淑徳大学総合福祉学部教授 ◎ 

２ 福岡 幸子 民生委員・児童委員 
白井市民生委員・児童委員 

連絡協議会 
 

３ 松本 千代子 公共的団体等の代表者 白井市社会福祉協議会  

４ 入江 富士子 公共的団体等の代表者 白井市ボランティア連絡協議会  

５ 高橋 祐之 公共的団体等の代表者 白井市地域自立支援協議会  

６ 林 晃弘 公共的団体等の代表者 
白井市障害者支援センター 

指定管理者 
○ 

７ 吉武 律子 障害者団体の代表者 白井市手をつなぐ育成会  

８ 髙栁 照夫 障害者団体の代表者 
白井市身体障害者友の会 

「にこにこ」 
 

９ 平野 順子 障害者団体の代表者 白井市聴覚障害者協会  

10 黒澤 綾子 障害者団体の代表者 
白井市視覚障害者 

白井あゆみの会 
 

11 田中 京子 障害者団体の代表者 しらゆりの会  

12 中村 愛 障害者団体の代表者 いちごの会  

13 木下 新治  市 民 公 募  

14 宇田川 清美 市 民 公 募  

15 海老原 賢司  市 民 公 募  

   ＊ 備考中の「◎」印は委員長、「○」印は副委員長  
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